
 

 

 

 

 

ポストペイ交通 IC カードの即時発行に関する研究 
～交通 IC カードの複数通貨決済への対応について～ 
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はじめに 
 
交通分野における ICカードは、東アジア各国、地域で導入が進んでおり、わが
国においても鉄道、バスを中心とした交通事業者により都市部を中心として全国
規模での導入が進みつつある。さらに最近では、交通機関の乗車券としてだけで
なく、コンビニエンスストアや飲食店といった商業施設等でも利用できるように
なるなど我々の生活のキャッシュレス化が急速に進みつつある。 
こうした動きは、我々にとって公共交通機関だけでなく生活のあらゆる面での
利便性を高めるものであるが、同時に海外からの旅行者にとっても、簡単に所有
することができるのであれば、外貨から日本円への両替が不要となるなどわが国
の利用者以上に利便性を高める効果は大きいものと考えられる。折りしも訪日外
国人旅行者の増大を目指して「ビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）」に国
を挙げて取組んでいるところであり、海外からの旅行者にとっても利用しやすい
交通 ICカードサービスを提供することにより、わが国における訪日観光客の受け
入れ体制が充実され、訪日客の増大に資するものであると考えられる。 
国土交通政策研究所では、東アジア地域における円滑で活発な交流を推進する
ことを目的として、平成 14年度から東アジア地域における交通系共通 IC カード
の導入に関する研究を実施してきたところであるが、アジア各国で異なる ICカー
ド規格の統一化といった長期的な課題や、複数通貨間での決済といった課題が明
らかとなった。 
このため、本稿では、事前入金を必要としないポストペイ方式の交通 ICカード

に着目し、このカードの決済手段として海外からの旅行者が持つクレジットカー
ドを用いることにより、複数通貨間の決済の問題について解決を図るひとつの仕
組みについて、その検討内容を紹介することとしたい。 
また、本研究により、残された課題であった複数通貨間での決済についても解
決策を示すことができたことから、東アジア地域における交通系共通 ICカードの
導入に関する研究については当面の課題の整理を終えたものと考えられる。 
なお、研究の実施にあたっては、「ポストペイ交通 IC カード即時発行に関する
研究会」を発足させて議論し、研究成果を取りまとめた。この研究会に参加した
多くの関係者の方々から多大な協力を賜った。 
本報告書発行にあたり、ここに厚く感謝の意を表する次第である。 
 
2006年 6月 
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主任研究官  齊藤 敬一郎 
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本研究の概要 

 

１．研究背景と目的 

交通分野における IC カードは、東アジア各国、地域で導入が進んでおり、わが国に
おいても鉄道、バスを中心とした交通事業者により都市部を中心として全国規模での導
入が進みつつある。さらに最近では、交通機関の乗車券としてだけでなく、コンビニエ
ンスストアや飲食店といった商業施設等でも利用できるようになるなど我々の生活の
キャッシュレス化が急速に進みつつある。 
こうした動きは、我々にとって公共交通機関だけでなく生活のあらゆる面での利便性

を高めるものであるが、同時に海外からの旅行者にとっても、簡単に所有することがで
きるのであれば、外貨から日本円への両替が不要となるなどわが国の利用者以上に利便
性を高める効果は大きいものと考えられる。折しも訪日外国人旅行者の増大を目指して
「ビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）」に国を挙げて取組んでいるところであり、
海外からの旅行者にとっても利用しやすい交通 IC カードサービスを提供することによ
り、わが国における訪日観光客の受け入れ体制が充実され、訪日客の増大に資するもの
であると考えられる。 
 
国土交通政策研究所では、東アジア地域における円滑で活発な交流を推進することを

目的として、平成 14年度より「東アジアにおける交通系共通 ICカードの導入」につい
て研究を行ってきた。この研究では、香港、シンガポールの公共交通機関と連携し、共
通で利用できる IC カードの仕組みについて検討し、実証実験も行った。その結果、IC
チップのメモリ分割などの技術により、1 枚のカードで共通利用ができることを確認す
るとともに、東アジア各国で異なっている IC カードの規格の共通化といった長期的な
課題や、複数通貨決済への対応等の課題が明らかとなった。 
実証実験では、ICチップのメモリ分割による方法を採用し、分割されたチップにそれ

ぞれ異なる通貨バリューを別々に入力することとしたため、外国でそのカードを活用す
るためには現地において改めて現地通貨をチャージする必要があった。 
利用者にとってはどの国に行っても現地通貨を使わずに 1 枚の交通 IC カードで用が

足りることが望ましいが、これを一枚の共通カード上で行おうとすれば、通貨交換を同
カード上で行うという新たな技術上の問題に加え、国による通貨管理という法制度上の
問題も生ずることとなるため、その実現は相当に困難なことが判明した。 
そこで、これを実現するための一つの方法としてクレジットカードを活用したポスト

ペイ方式を考えた。この方式であればクレジット会社等を通じた口座引き落としによる
決済となるため、交通 IC カードの決済手段として利用者のクレジットカードと紐付け
して一定期間分の利用状況に応じた後払いを行う方式をとれば、外国でクレジットカー
ドを使用した場合と同様に、為替決済は金融会社が行うこととなり為替等の技術上、制
度上の問題が解消されるともに、利用者が現地通貨で入金する必要がなくなることから、
利用者にとってもシームレスな移動が実現できると考えられる。 

 



  
 

一方、ポストペイ方式の IC カードは、あらかじめ入金の必要がない、残額を気にす
ることなく利用できる、割引サービスやポイントサービスとの連携が容易であるといっ
た利便性から、スルッと KANSAI 等で導入されている。しかし、カード発行までに 2
週間程度の期間を必要とすること、日本国内の金融機関の口座が必要となっていること
から、海外からの旅行者にとっては利用し難い状態になっている。 
このポスペイ方式の交通 IC カードを海外からの旅行者にとっても利用しやすいもの

とすることができれば、事前入金や残額、乗車券の種類などを気にすることなく公共交
通機関を利用できるとともに、近年の交通機関以外の店舗等利用機会が拡大している状
況を踏まえると、将来的には日本への入国から帰国まで一貫したキャッシュレス旅行の
実現が可能となるのではないかと考えられる。 

 
本研究では、「東アジアにおける交通系共通 ICカードの導入」に関する研究で残され

た課題である複数通貨の決済への対応策として、海外からの旅行者が所持しているクレ
ジットカードをポストペイ方式の交通 ICカードの決済手段として紐付けることにより、
交通 ICカードを即時発行する仕組みとその効果について検討した。 
 

２．サービスのイメージと実現にあたっての課題 

（１）サービスのイメージ 

本研究において実現を目指すサービスは、特に訪日外国人利用者の利便性の向上を
主な目的として検討した。交通 IC カードの導入により海外からの旅行者が公共交通
機関を利用する際に障害となる、面倒な両替や小銭のやり取り、運賃計算などから開
放されることにより、利便性向上につながるものと考えられる。 
この目的を踏まえ、本研究では以下の機能を有するサービスを検討した。 
① 海外からの旅行者の利用度が高いクレジットカードを新たな決済手段として採
用し、ポストペイ交通 ICカードとクレジットカードとの紐付けを行う。つまり、
利用額の支払いを手持ちのクレジットカードで行う。 

 
② 現在、申し込みから数週間を要するポストペイ交通 ICカードの発行を、その場
で即時に行う。 

なお、検討にあたっては、既存のポストペイ交通 ICカードの仕組みである PiTaPa
のモデルを有効に活用し、大幅なシステムの変更や運用の見直しを伴わないことによ
り実現性の高いものとした。サービスのイメージは図 1の通りである。 

 

（２）実現にあたっての課題 
このサービスモデルにおいて発行される新たなポストペイ交通 ICカードは、利用

者からも事業者から見ても、新たなクレジットカードを保有することと同じ意味合
いを持つ。すなわち、手持ちのクレジットカードの子カードを保有することとなる。 
つまり、ポストペイ交通 ICカードの導入により利用者の利便性を向上させる一方で、
新たなクレジットカードを発行するのと同様に関係する事業者のリスクを抑えるこ
とがこのサービスモデルの実現にあたっての重要な課題となる。 
通常、クレジットカードの発行にあたっては、本人に信用があるかをどのように

確認するか、利用者が本人自身であることをどのように確認するか、不正利用や残



  
 

高不足時にどのように対応するか、が考慮すべき重要事項であり、これらは、カー
ド発行方法（与信の扱い）を検討することにより整理される事項と考えられること
から、与信の扱いを中心により詳細な検討を行った。 
 

 
 

図１ サービスイメージ 
 

 
 
 
 
 
 
 



  
 

３．サービスモデルの具体化と評価 

（１）サービスモデルの具体化 

   実現に当たっての課題を踏まえ、前述のサービスのイメージを元により具体的なサ
ービスモデルの検討を進めたところ、ポストペイ交通 IC カードによる利用者の利便
性向上と、事業者にとってのリスク軽減の比較の観点から、5 つのサービスモデルに
整理することができた。表 1に発行方法ごとに特徴をまとめる。 
まず、サービスモデルは、基本的な考え方として、大きく 2通りに分けられる。 
Ａ．海外からの旅行者の利便性を高めるため、使えるクレジットカードを多くする。

すなわち、交通事業者が国際ブランドカード会社の利用加盟店となる。（分類①、
分類②） 
例えば、交通事業者が国際ブランドカード会社である VISA の利用加盟店と

する。利用者のクレジットカードが VISA ブランドのクレジットカードであれ
ば、ポストペイ交通 ICカードの発行が可能となりサービスの利用が可能となる。 

Ｂ．事業者のリスクを軽減するため、利用者の信用確認などを確実に行う。すなわ
ち、本研究におけるサービスを提供する交通事業者が、旅行者の保有するクレ
ジットカードの発行主体である海外カードイシュアと事前にポストペイ交通 IC
カード発行に関する協議を行い、使えるクレジットカードを限定するものある。
（分類③、分類④、分類⑤） 
例えば、交通事業者がポストペイ交通 ICカードの発行について、海外のカー

ドイシュアである A 社と協議の上で合意し、また A 社は国際ブランドである
VISAブランドが付与されているクレジットカードを発行している場合、A社の
クレジットカードを保有している利用者に対してはポストペイ交通 ICカードの
即時発行が可能となり、サービスの利用が可能となる。利用者が、交通事業者
との合意ができていないカードイシュアの B 社の VISA ブランドのクレジット
カードを保有している場合には、そのクレジットカードとのポストペイ交通 IC
カードの紐付けはできず、サービスを利用することはできない。 

 

次に、基本的な考え方を踏まえた上で、ポストペイ交通 IC カードに対する利用限
度額の確保、確認方法により 3通りに分けられる。 
a.新たに発行するポストペイ交通 IC カードの利用は、利用者が保有しているク
レジットカードの利用限度額に制限を与えない。（分類①、分類④） 
つまり、クレジットカードの利用限度額とポストペイ交通 IC カードの利用

限度額とは別々に管理され、相互の関係はない。 
b.新たにポストペイ交通 IC カードを発行する際、利用者が保有しているクレジ
ットカードの利用限度額から、あらかじめポストペイ交通 IC カード分の一定
額の枠を確保する。（分類②、分類⑤） 
つまり、ポストペイ交通 ICカードを発行する際に、クレジットカードから、

実際にはまだ使っていないポストペイ交通 IC カード分の一定額の枠を確保す
ることとなる。そのため、クレジットカードの利用限度額が一定額分下がるこ
ととなる。 

c.新たに発行するポストペイ交通 IC カードと、利用者が保有しているクレジッ
トカードの利用状況をあわせて管理することにより、利用者に与えられている



  
 

クレジットカードの利用限度額を超えることのないようにする。（分類③） 
つまり、ポストペイ交通 IC カードはクレジットカードの子カードの位置づ

けとなり、ポストペイ交通 IC カードの利用状況は、クレジットカードの利用
状況と合算で管理されることとなる。 

 

表１ サービスモデル一覧 

分

類 

基本的な 

考え方 

ポストペイ交通ＩＣカードの与信枠の特徴 

① ポストペイ交通ＩＣカードの利用額はクレジットカードの利用限度額に制限を与えない 

 

② 

海外からの旅行

者に、広くポス

トペイ交通ＩＣ

カードの即時発

行サービスを受

け入れられるよ

うにする 

（交通事業者が

国際ブランドカ

ード会社の利用

加盟店となる場

合） 

クレジットカードの利用限度額の中からポストペイ交通ＩＣカードの限度額を確保する 

 

③ クレジットカードとポストペイ交通ＩＣカードの合算で与信を管理する 

 

④ ポストペイ交通ＩＣカードの利用額はクレジットカードの利用限度額に制限を与えない 

 

⑤ 

事前にポストペ

イ交通ＩＣカー

ド発行の協議を

行った海外カー

ドイシュアのク

レジットカード

保有者に限定す

る 

（交通事業者が

国際ブランドカ

ード会社の利用

加盟店とならな

い場合） 

 

クレジットカードの利用限度額の中からポストペイ交通ＩＣカードの限度額を確保する 

 

（備考）旅行者が保有しているクレジットカードの限度額を５０万円、新たに発行する

ポストペイ交通 ICカードの限度額を 20万円と設定した。カードの利用はクレジットカ
ードで 30万円利用し、ポストペイ交通 ICカードを 4万円（交通 1万円、物販 3万円） 
利用したと仮定。 

カード利用時 

 

 

 

クレジット 

ICカード 

限度額：０万円 
  （３０ー３０） 
限度額：１６万円

  （２０－４） 

使用：３０万円 

交通：１万円 
物販：３万円 

カード発行後 

 

 

 

クレジット

ICカード

限度額：３０万円 

（５０―２０） 

限度額：２０万円 

カード発行前 

 

 

 

クレジット 限度額：５０万円 

カード利用時 

 

 

 

クレジット 

ICカード 

限度額：２０万円

  （５０ー３０） 
限度額：１６万円

  （２０－４） 

使用：３０万円 

交通：１万円 
物販：３万円 

カード発行後 

 

 

 

クレジット

ICカード

限度額：５０万円 

 

限度額：２０万円 

カード発行前 

 

 

 

クレジット 限度額：５０万円 

カード利用時 

 

 

 

クレジット 

ICカード 

限度額：１６万円

  （５０―３０－４）

使用：３０万円 

交通：１万円 
物販：３万円 

カード発行後 

 

 

 

クレジット

ICカード

限度額：５０万円 

      （合算） 

カード発行前 

 

 

 

クレジット 限度額：５０万円 

総合与信

カード利用時 

 

 

 

クレジット 

ICカード 

限度額：０万円 
  （３０ー３０） 
限度額：１６万円

  （２０－４） 

使用：３０万円 

交通：１万円 
物販：３万円 

カード発行後 

 

 

 

クレジット

ICカード

限度額：３０万円 

 （５０―２０） 

限度額：２０万円 

カード発行前 

 

 

 

クレジット 限度額：５０万円 

カード利用時 

 

 

 

クレジット 

ICカード 

限度額：２０万円

  （５０ー３０） 
限度額：１６万円

  （２０－４） 

使用：３０万円 

交通：１万円 
物販：３万円 

カード発行後 

 

 

 

クレジット

ICカード

限度額：５０万円 

 

限度額：２０万円 

カード発行前 

 

 

 

クレジット 限度額：５０万円 



  
 

（２）サービスモデルの評価 

具体化した 5つのサービスモデルについて評価を行った（表 2）。 
利用者の視点からは、幅広いクレジットカードが対象となる（マーケット性が広い）

分類①・分類②の利便性が高い。（分類③・分類④・分類⑤については、交通事業者が
事前に合意を行っている海外カードイシュアのクレジットカード保有者を対象として
いるため、サービス提供を受ける利用者は限定されてしまう。） 
さらに利用額に制限を与えず、かつ、結果的に限度額を引き上げる効果を持つ分類①
が最もメリットがある。（分類②・分類⑤については、ポストペイ交通 ICカード発行
時に一定額の枠をクレジットカードから確保するために、クレジットカードを利用し
ていないのに利用限度額が下がってしまう。） 
 
交通事業者、海外カードイシュアの視点からは、リスクが小さくかつシステム改修

や運用等のコストが低いことが望ましい。 
リスク面については、分類①、②については、海外カードイシュアにとっては事前

の合意もないまま子カードを発行されることとなり、さらに分類①は結果としてポス
トペイ交通 IC カード利用分の限度額を引き上げられることと同じ効果となり、その
結果としてサービス提供者である交通事業者も、カードイシュアとの間で決済が行わ
れない可能性がある等リスクが大きい。（分類③・分類④・分類⑤は、事前に海外カー
ドイシュアと協議を行っているために、サービス提供を行う上で発生するリスクを抑
えることができる。） 
コスト面については、分類②・分類⑤については、ポストペイ交通 IC カード発行

時に一定額の枠をクレジットカードから確保し、使わなかった場合には後日返還する
という手続きとなることからそのためのシステム改修や運用のためのコストが発生し、
分類③についてもクレジットカードとポストペイ交通 IC カードの与信を総合的に管
理するためのシステム改修や運用のためのコストが発生する。 

 
表２ サービスモデルの比較 

比較観点 分類 

マーケット 運用 

コスト 

システム 

改修コスト 

事業者 

リスク 

① クレジットカード
の利用限度額に制
限されない 

高 低 

② 

海外からの旅行者
に、広くポストペイ
交通ＩＣカードの
即時発行サービス
を受け入れられる
ようにする 

クレジットカード
から予め一定額の
枠をとる 

広 

高 高 

高 

③ クレジットカード
と総合与信する 高 高 

④ クレジットカード
と提携する 中 中 

⑤ 

事前にポストペイ
交通ＩＣカード発
行の協議を行った
海外カードイシュ
アのクレジットカ
ード保有者に限定
する 

クレジットカード
から予め一定額の
枠をとる 

狭 

高 高 

低 

 

 



  
 

４．制度面からの検討 

サービスモデルに関して制度面から検討を行ったところ、関係する主な国内法令は以
下のとおりである。 

 
・ 鉄道の乗車券に関するもの：鉄道事業法、鉄道営業法 
・ ICカードに関するもの：ポストペイ方式の場合は割賦販売法、プリペイド方式の 

場合は前払式証票の規制等に関する法律 
・ クレジットカードに関するもの：割賦販売法 
・ その他：個人情報の保護に関する法律、特定商取引に関する法律 
 
なお、ICカードに関する一般的な規定はないが、プリペイド方式の場合は前払式証票

の規制等に関する法律が適用され、ポストペイ方式の場合は支払の条件（2 ヶ月以上の
期間にわたり 3回以上に分割して支払い、又はリボルビング払い）により割賦販売法に
該当する場合がある点に留意が必要である。本研究におけるサービスモデルでは、例え
ばポストペイ交通 IC カード使用時に分割払いまたはリボ払いを選択できるようなサー
ビスとするのであれば当該法律が適用されることとなる。 
また、割賦販売法は国内で発行されるクジットカードに適用されるものであり、海外

で発行されたものについては適用されない。したがってカードの発行主体が国内の交通
事業者となる場合には国内法の適用関係を検討することでよいが、交通事業者が海外カ
ードイシュアとポストペイ交通 IC カードの発行に関して事前に協議を行い、海外のカ
ードイシュアも発行主体となる場合には、当該カードイシュアが適用を受ける国の適用
法令についても改めて調査する必要がある。 

 
 

５．即時発行の実現による効果 

ポストペイ交通 IC カードの即時発行方式の実現により、海外からの旅行者にとって
は公共交通の利用がキャッシュレスとなるとともに、ポストペイ方式であれば事前入金
や残額、乗車券の種類を気にする必要もなくなることから、公共交通機関利用の利便性
が向上すると考えられる。さらに、クレジットカードが使えないような小額商品の決済
手段として活用されることにより消費機会が拡大することも考えられる。この結果、海
外からの旅行者による公共交通機関の利用機会の増加等により交流機会が拡大すると
ともに、消費機会の拡大や地域振興への効果、事業者の収益の拡大にもつながるものと
考えられる。 
加えて個人情報保護法等の検討が必要であるものの、ICカードから得られる移動デー

タを活用、分析することができるのであれば、海外からの旅行者にターゲットを絞った
効果的な政策の立案やニーズにあったサービスの企画に役立てることができるように
なるものと考えられる。 
このようにポストペイ交通 ICカードの即時発行のサービスの実現は、訪日外国人

にとって、公共交通機関の使いやすさ、利便性の向上を実現するものであり、現在
政府が訪日外国人旅行者の増大を目指して取り組んでいる「ビジット・ジャパン・
キャンペーン（VJC）」にも資するものであると考えられる。 

 



  
 

６．まとめ 

本研究では、海外からの旅行者を主な対象として鉄道利用者への利便性の向上を目指
し、ポストペイ型乗車券カードの即時発行の仕組みを検討した。 
 
検討の結果、即時発行の仕組みは利用限度額の確保の方法により、5 通りに分類する

ことができた。（表 1における分類①～⑤） 
これらについては、利用者の視点では、海外からの旅行者自身が持つクレジットカー

ドであれば幅広く対象となり、あたかもクレジットカードの子カードができたかのよう
に利用でき、与信枠についても制限を加えない分類①がよりよいと考えられる。 
一方、事業者のリスクの視点では、クレジットカードと同様な加入審査が可能であり、

また与信枠の取扱い等についてもあらかじめ調整することができる分類③、④、⑤が利
用者に利便性を相対的に制限する一方で、事業者にとってはより現実的な方法と言える。 
 
さらに、これまで研究を進めてきた ICチップのメモリ分割の技術と今回研究した

ポストペイ交通 ICカードの即時発行方式を組み合わせることにより、東アジア地域
における交通系交通 IC カードについても技術的には実現の可能性が示されたもの
と考えられる。 
ただし、東アジア共通交通系ＩＣカードの実現には、既往の研究において明らか

になったように規格の異なるカードの共通化という技術的課題に加え、本研究にお
いて明らかになったカードイシュア、交通事業者等わが国内外の利害関係者とのク
レジットカードの紐付けにあたっての運用面、リスク面等における複雑な利害調整
が必要であり、その道のりにはまだ多くの課題が山積している。 
 
今後は、本研究で検討した各発行方法等を基に、鉄道事業者やクレジットカード事業

者及びシステム事業者等が、それぞれの利用者利便の向上度合いや、事業者にとっての
リスク等を踏まえつつ、実現に向けた運用の具体化に向けて努力されることを期待した
い。 



 
Summary 
 
  With a goal of promotion of smooth and active exchange, we have conducted research on 
the introduction of Common Traffic IC card in East Asia since 2002. It turned up long-term issue 
such as standardization of differential IC card standard in countries in Asia and such as payment 
among multiple currencies. 
  For this reason, we notice postpay IC card, this card does not require preliminary money 
received. As means of settlement of this card, we introduce studies on scheme to find solutions to 
problems about payment among multiple currencies with the employing credit card which 
travelers from abroad have.  
 

Chapter１ Purpose of research 
The purpose of this research is to examine a scheme to issue postpay IC card in a moment, 

connecting their credit card which travelers from abroad have and postpay IC card. 
 
Chapter２ Discussion about an image of this service and sorting out a problem 

In this section, we presented the purpose and the dimension of the service that we want to 
implement in this research and organized the brief of the service. 

Additionally, we clarified the problems from the aspect of the operation, risk, technical 
level, and institutions, and examined solutions to the problems. 

 
Chapter３ Discussion about some models 

In this section, firstly, we categorized some methods to issue postpay IC card from the 
aspect of differences of credit method, and extracted some models. Secondly, we organized 
merits and demerits of each models and defined each dimension and point of difference. 

 
Chapter４ Analogous case 

From the aspect of the keyword of this research, “issuing in a moment” and” connecting 
credit card”, we clarified some analogous cases. And we interviewed concerned parties 
involved in the analogous case. 

 
Chapter５ Verification of the effects 

Through the attainment of the method to issue postpay IC card in a moment, it's believed 
that convenience of travelers from abroad is progressive. We discussed tangible effects. 

 
Chapter６ Discussion and add-up 

In this section, we describe result of study of this research and the future perspective. 
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第１章 研究概要及び検討プロセス 
 
 
１．１ 研究概要 
 
１．１．１ 研究の背景及び目的 

 近年、日本を含む東アジア地域での交通 ICカードの普及は目覚しい。韓国
や香港では既に 1000万枚以上が発行されており、わが国においても JR東日
本が 1300万枚以上を発行しているほか、全国各地の他の交通事業者でも導入
が進められている。また、最近ではコンビニエンスストアや飲食店など利用
範囲が急速に拡大しているとともに、媒体もカードだけでなく携帯電話でも
利用できるようになるなど公共交通の利便性は確実に高まってきている。 
しかしながら、海外からの旅行者が公共交通機関を利用する場面を考える

と、日本円への両替が必要であること、小銭の出し入れが面倒であること、
運賃をすぐに判別することが難しいこと、乗車券によっては事前入金や残額
の確認が必要であることなど、海外からの旅行者にとって公共交通機関の利
用に対しての心理的な負担は少なくない。 
こうした状況を踏まえ、国土交通政策研究所では、東アジア地域における

円滑で活発な交流を推進することを目的として、平成 14年度より「東アジア
における交通系共通 ICカードの導入」について研究を行ってきた。この研究
では、香港、シンガポールの公共交通機関と連携し、共通で利用できる ICカ
ードの仕組みについて検討し、実証実験も行った。その結果、IC チップのメ
モリ分割などの技術により、1枚のカードで共通利用ができることを確認する
とともに、東アジア各国で異なっている ICカードの規格の共通化といった長
期的な課題や、複数通貨決済への対応等の課題が明らかとなった。 
実証実験では、ICチップのメモリ分割による方法を採用し、分割されたチップ

にそれぞれ異なる通貨バリューを別々に入力することとしたため、外国でそのカ
ードを活用するためには現地において改めて現地通貨をチャージする必要があっ
た。 
利用者にとってはどの国に行っても現地通貨を使わずに 1 枚の交通 IC カード

で用が足りることが望ましいが、これを一枚の共通カード上で行おうとすれば、
通貨交換を同カード上で行うという新たな技術上の問題に加え、国による通貨管
理という法制度上の問題も生ずることとなるため、その実現は相当に困難なこと
が判明した。 
そこで、これを実現するための一つの方法としてクレジットカードを活用した

ポストペイ方式を考えた。この方式であればクレジット会社等を通じた口座引き
落としによる決済となるため、交通 IC カードの決済手段として利用者のクレジ
ットカードと紐付けして一定期間分の利用状況に応じた後払いを行う方式をとれ
ば、外国でクレジットカードを使用した場合と同様に、為替決済は金融会社が行
うこととなり為替等の技術上、制度上の問題が解消されるともに、利用者が現地
通貨で入金する必要がなくなることから、利用者にとってもシームレスな移動が
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実現できると考えられる。 
一方、ポストペイ方式の ICカードは、あらかじめ入金の必要がない、残額

を気にすることなく利用できる、割引サービスやポイントサービスとの連携
が容易であるといった利便性から、スルッと KANSAIを中心として普及して
きているが、カード発行までに 2 週間程度の期間を必要とすること、日本国
内の金融機関の口座が必要となっていることから、海外からの旅行者にとっ
ては利用し難い状態になっている。 
このポスペイ方式の交通 ICカードを海外からの旅行者にとっても利用しや

すいものとすることができれば、事前入金や残額、乗車券の種類などを気に
することなく公共交通機関を利用できるとともに、近年の交通機関以外の店
舗等利用機会が拡大している状況を踏まえると、将来的には日本への入国か
ら帰国まで一貫したキャッシュレス旅行の実現が可能となるのではないかと
考えられる。 
そこで、本研究では、海外からの旅行者が所持するクレジットカードをポ

ストペイ交通 ICカードの決済手段として結びつけることで、ポストペイ交通
IC カードを即時に発行する仕組みについて検討を行い、その実現性と課題、
実現した場合の効果について調査研究を行うに至った。 

 
１．１．２ 研究の内容 

 海外旅行者を含む鉄道利用者への利便性向上を図るため、近年普及が目覚
しい鉄道の非接触型 IC乗車券カードにおいて、ポストペイ交通 ICカードの
即時発行の仕組みの実現を目指すものである。本研究では、有力な実現手段
と考えられるクレジットカードによる決済の即時紐付方式を選定し、実現に
向けての要件定義（運用面・リスク面・技術面・制度面）を行った。さらに、
ポストペイ交通 IC カードの即時発行の導入から得られる効果の検証を行っ
た。 
 
表 1-1 本研究の内容 

研究項目 研究内容 
類似事例の調査 ・類似事例を調査し、本研究の参考にする 

サービスモデルの検討 ・実現を目指すサービスモデルを検討する 
運用面 ・実現する上での運用時の課題を整理する 
リ ス ク
面 ・実現する上でリスクを伴う課題を整理する 

技術面 ・実現する上での技術的に困難な課題を整理する 

要
件
定
義 

実現への課題
抽出／解決策
の検討 

制度面 ・実現する上での制度上解決すべき課題を整理する 

実現時の効果検証 
今後の展開検討 

・一般利用者、海外からの旅行者にとっての利便性を検
証する 
・利用者以外の視点も含め、効果を総合的に整理する 
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１．２ 検討体制 
 
１．２．１ 研究会の設置 

 研究を開始するにあたって、行政機関と最先端の知見を有する民間企業に
よる検討の場として、「ポストペイ交通 IC カードの即時発行に関する研究
会」を平成 17 年 9 月に立ち上げた。研究会では、将来の実用化を視野に入
れながら、主に外国人訪日客をターゲットにして鉄道利用時の利便性向上を
図るために、近年普及が目覚しい鉄道の非接触型 IC 乗車券カードにてポス
トペイ交通 IC カードをクレジットカードなどの決済手段と紐付けることに
より即時発行を行う仕組みについて調査するとともに、実現に向けての要件
定義（運用面・リスク面・技術面・制度面）及び導入から得られる効果につ
いて検討することとした。平成 17年 9月 30日に第 1回研究会が開催されて
から、現状課題の整理、類似事例の調査、実現方法（サービスモデル）の検
討、要件定義（運用面・リスク面・技術面・制度面の課題及び解決策の検討）、
導入から得られる効果の検証、今後の展開について議論してきた。 
 
表 1-2 ポストペイ交通 ICカードの即時発行に関する研究会の構成 
ポストペイ交通 ICカードの即時発行に関する研究会メンバー（敬称略） 

座長（学識経験者） 
植原 啓介 （慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 助教授） 

（交通事業者） 
横江 友則 （株式会社スルッと KANSAI 代表取締役専務） 

（クレジットカード事業者） 
土井 淳平 （三井住友カード株式会社 ソリューション事業部 グループマネージャ

ー） 
（システム開発事業者） 
新田 耕太郎（アイテック阪神株式会社 アウトソーシング事業本部 運用サービス部 

部長） 
宮島 耕治 （株式会社 NTT データ ビジネスイノベーション本部 ITS 事業推進室 

部長） 
（国土交通省関係） 
古澤 ゆり （総合政策局 国際企画室 企画官） 
川田 貢  （総合政策局 国際業務室 国際協力官） 
高橋 一郎 （総合政策局 観光企画課 企画官） 
高橋 徹  （総合政策局 観光地域振興課 課長補佐） 
木村 典央 （総合政策局 情報管理部 情報企画課 課長補佐） 
加賀 至  （鉄道局 総務課 鉄道企画室 室長） 
大山 洋志 （近畿運輸局 交通環境部 部長） 
吉田 晶子 （国土交通政策研究所 総括主任研究官） 
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１．２．２ 作業 WGの設置 
 研究を進めるに当たり、実務担当者による実質的な検討の場として、作業
WGを立ち上げた。作業 WGは、研究会の子組織とし、検討状況・検討結果・
課題を、研究会に報告する場とした。作業 WGは、本研究の核となる、交通
事業者・クレジットカード事業者・システム開発事業者に加え、国土交通政
策研究所・近畿運輸局がオブザーバの構成で、現状の課題、実現方法の検討、
実現に向けての課題抽出、解決方法の検討、導入から得られる効果の検証、
今後の展開などについて、約月 1回ごとに会合を開いて議論してきた。 
 
    表 1-3 作業 WGの構成 

作業 WG 参加メンバー 
スルッと KANSAI協議会 交通事業者 
三井住友カード株式会社 クレジットカード事業者 
アイテック阪神株式会社 システム開発事業者 
株式会社 NTTデータ システム開発事業者 
国土交通省 国土交通政策研究所 行政機関（オブザーバ） 
国土交通省 近畿運輸局 行政機関（オブザーバ） 
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１．３ 検討プロセス 
 
１．３．１ 研究の進め方 

 本研究の目標である、実現に向けての要件定義（運用面、リスク面、技術
面、制度面からの実現可能性を検討）及び外国人旅行者を含む旅行者にとっ
ての実現時の効果を検討するために、図のプロセスを経て研究を進めた。 
 

（４）

サービスモデルの検討

（２）

サービスの
掘り下げ

（３）

課題の整
理

（５）

類似事
例

考察及びまとめ

第２章

第３章
第４章

第６章

（１）

サービスイメージの検討

（６）

効果の検証

第５章

 
図 1-1 検討プロセス 
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 以下に、各プロセスにおける実施内容を記す。各検討の内容については、
次章以降で詳しく記載する。 
 
（１） サービスイメージの検討（第 2章） 

① 本研究で実現したいサービスの目的及び特徴を示し、サービスの
概要についてまとめた。 

 
（２） サービスの掘り下げ（第 2章） 

① 実現したいサービスを、サービスの範囲が広がりすぎるのを防ぐ
ために前提条件を決定し、関係者の立場から、想定される利用シ
ーンの掘り下げを行った。 

 
（３） 課題の整理（第 2章） 

① （2）でサービスの掘り下げを行いながら、運用面・リスク面・
技術面・制度面の観点から課題の洗い出しを行った。 

② 課題の洗い出しを行った結果、課題の大半は運用面・リスク面に
集中した。 

③ サービスを実現する上での最重要課題について整理し、課題の解
決策を検討した。 

④ カードの発行方法（発行審査など）に関わる課題が最重要である
ことがわかった。 

 
（４） サービスモデルの検討（第 3章） 

① 想定するサービスモデルの根幹を左右するのは、ポストペイ交通
ICカードの発行方法であることに着目した。 

② 与信方法の違いにより、ポストペイ交通 ICカードの発行方法を
分類し、サービスモデルの抽出を行った。 

③ ②の結果、交通系 ICカードの発行方法を 5パターン抽出した。 
④ 各サービスモデルのメリット／デメリット及び実現に向けての
重要課題について整理した。 

⑤ 各サービスモデルの詳細化を行い、それぞれのサービスモデルの
特徴及び相違点を明確にした。 

 
（５） 類似事例（第 4章） 

① 本研究のキーワードである、「即時発行」、「クレジットカード紐
付」の観点から、類似事例の洗い出しを行った。 

② 各類似事例のサービス提供者へのヒアリング、詳細調査の実施を
行い、研究の参考とした。 
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（６） 効果の検証（第 5章） 
① ポストペイ交通 ICカードの即時発行方式の導入により、訪日旅
行者の利便性向上に資するものであると考えられるが、具体的に
どのような効果が得られるかについての整理を行った。 

② また、旅行者からの視点以外として、国内の旅行者、事業者の立
場、地域の立場、行政の立場からの効果についての検討を行った。 

 



 

 

 

 

 

第 ２ 章 

サービスの掘り下げ及び課題の整理 



－9－ 

第２章 サービスの掘り下げ及び課題の整理 
 本章では、海外からの旅行者を含む鉄道利用者への利便性を図る、ポストペイ
交通 IC カードの即時発行の仕組みに関して、必要と考えられるサービスのイメ
ージとその特徴をまとめた。次に、サービスイメージを具体化するとともに、実
現への課題を洗い出し重要課題の導出を行った。 

 
 
２．１ サービスイメージの検討 
 
２．１．１ サービスの目的と特徴 

 本研究において実現を目指すサービスの目的は、利用者の利便性の向上である。
海外からの旅行者が公共交通機関を利用する際に障害となる、面倒な両替や小銭
のやり取り、運賃計算などから開放されることにより、利便性向上につながる。
また、海外からの旅行者以外の従来の鉄道利用者にとっても、決済方法を多様化
させることにより、利便性向上につながる。 
 このサービスの目的を踏まえ、本研究で目指すサービスの特徴は次の２点であ
る。 
 
（１） 海外からの旅行者の利用度が高いクレジットカードを新たな決済手段と

して採用し、ポストペイ交通 IC カードとクレジットカードとの紐付けを
行う。つまり、利用額の支払いを手持ちのクレジットカードで行う。 

（２） 現在、申し込みから数週間を要するポストペイ交通 IC カードの発行を、
その場で即時に行う。 

 
 なお、検討にあたっては、既存のポストペイ交通 IC カードの仕組みである
PiTaPa のモデルを有効に活用し、大幅なシステムの変更や運用の見直しを伴わ
ないことにより実現性の高いものとする。 
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２．１．２ サービスイメージ 
 ２．１．１のサービスの特徴を踏まえたサービスイメージの検討結果は次の通
りである。 
 

 
図 2-1 クレジットカード即時紐付発行サービスのイメージ 
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サービスイメージ図（図 2-1）の内容について、各項番にあわせて説明する。 
 
（１）旅行者が手持ちのクレジットカードを駅係員に渡し、承認されれば利用可
能ポストペイ交通 ICカードがその場で発行される。 
① 海外からの旅行者は、自分の保有するクレジットカードを、鉄道事業者
の窓口係員に提示する。 

② 鉄道事業者の窓口係員は、旅行者のクレジットカードにより、ポストペ
イ交通 ICカードの発行審査を行う。 

③ ポストペイ交通 ICカードの IDとクレジットカード情報の紐付けが行わ
れる。 

④ ＩＤの紐付け情報は、運用維持管理センタ側に送られる。 
⑤ 運用維持管理センタでは、ポストペイ交通 ICカード IDへクレジットカ
ード情報の記録及び管理を行う。 

 
（２）ポストペイ交通 ICカードで乗車する。 
⑥ ポストペイ交通 ICカードを利用しての乗車は、該当利用データを運用維
持管理センタにて識別及び抽出が可能である。 

 
（３）後日、クレジットカードの登録口座より利用額が引落される。 
⑦ ポストペイ交通 ICカードの利用分は、運用維持管理センタにて明細情報
を、クレジットカード決済事業者に送信する。クレジットカード決済事
業者の利用者への通知により、利用額はクレジットカードの登録口座よ
り引落される。 
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２．２ サービス内容の具体化 
 
２．２．１ サービス具体化の観点 

 本研究にて実現を目指す、クレジットカード即時紐付発行サービスのイメージ
は２．１．２で述べたが、実現に向けての検討を行うにあたって、サービス内容
をより具体化した。具体化にあたっては、前提条件を設定し（表 2-1）、検討内容
の範囲を明確にすることによって、重要な課題の洗い出しができるようにした。 
 
 表 2-1 サービス掘り下げの前提条件 

No 前提条件 
1 サービスの利用者は、クレジットカードを保有している海外からの旅行者（成

人）本人であること。 
2 ポストペイ交通 ICカードの発行場所は、鉄道事業者の窓口（有人）であるこ

と。 
3 ポストペイ交通 ICカードの位置づけは、クレジットカードの子カードである

こと。 
4 ポストペイ交通 ICカードの利用は、物販も可能であること。 
5 ポストペイ交通 ICカードはデポジット制であること。 

 
 なお、これらの前提条件は、即時発行の仕組みに直接的に関係のない検討部分
を範囲から除くために設定したものであり、実現時の絶対条件ではないことに留
意が必要である。 
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２．２．２ 利用シーンの詳細 
 想定される利用シーンを具体化した。登場する関係者は下表（表 2-2）の 5つ
である。 
 
  表 2-2 サービスで登場する関係者 

関係者 役割 
① 利用者 （海外からの）旅行者で、保有するクレジットカ

ードに紐付いたポストペイ交通 ICカードの利用
者 

② 交通事業者 クレジットカードに紐付いたポストペイ交通 IC
カードの発行主体 

③ 運用維持管理センタ 交通事業者が運営し、ポストペイ交通 ICカード
の運用業務全般を受け持つ 

④ 海外カードイシュア 利用者が保有するクレジットカードの発行会社 
 

⑤ 物販加盟店 ポストペイ交通 ICカードが利用可能なショッピ
ング利用加盟店 

 
 以下に、それぞれの関係者ごとに、利用シーンの詳細を記載する。 
 
（１）利用者の立場 
 
表 2-3 利用者の利用シーン詳細 

利用シーン 内容 
事前準備  
カード発行 ・鉄道事業者の係員窓口にポストペイ交通 ICカードを申込に行く。 

・係員窓口にある申込書に記載されているサービス紹介、会員規約を
読む。 
・申込書に必要事項を記載する。 
 －氏名 
 －生年月日 
 －満年齢 
 －性別 
 －現住所 
 －クレジットカード番号／有効期限 
・窓口係員に、下記を提示する。 
 －申込書 
 －クレジットカード 
・ポストペイ交通 ICカードのデポジット金額を支払い、以下を受け
取る。 
 －ポストペイ交通 ICカード 
 －クレジットカード 
 －申込書控え 
・デポジット金額は、ポストペイで支払うため、請求時にクレジット
カードの引き落とし口座より引き落とされる。ただし、クレジットカ
ードを返却した場合、デポジット金額から手数料を差し引いた金額が
戻る。 
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交通 ・乗車駅でポストペイ交通 ICカードを、ポストペイ交通 ICカード対
応の改札機にかざして改札内に入る。 
・下車駅でポストペイ交通 ICカードを、ポストペイ交通 ICカード対
応の改札機にかざして改札外に出る。 
・利用運賃を改札機で確認する。 

物販 ・ポストペイ交通 ICカードを利用して買い物やレストランでの支払
いの際、端末にポストペイ交通 ICカードをかざす。 
・ポストペイ交通 ICカードでの支払いを、端末で確認する。 
・お客様控えを受け取る。 

紛失時 ・ポストペイ交通 ICカードを紛失した際にはコールセンタに連絡し、
ポストペイ交通 ICカードの利用停止を依頼する。 
・利用停止を依頼するために、”氏名”、”生年月日”、”クレジットカー
ド番号／有効期限”を伝えて本人認証することが必要。 
・鉄道事業者の係員窓口にポストペイ交通 ICカードの再発行を申込
に行く。 
・再発行申込書に必要事項を記載する。 
 －氏名 
 －生年月日 
・係員に、下記を提示する。 
 －再発行申込書 
 －申込書控え 
 －クレジットカード 
・クレジットカードを紛失した際には、各クレジットカード会社及び、
コールセンタに連絡し、クレジットカード及びポストペイ交通 ICカ
ードの利用停止を依頼する。 
・クレジットカードを紛失した際にポストペイ交通 ICカードを再発
行したいときは、新たに別の有効なクレジットカードにて再度発行手
続きをすることが必要。 
・ポストペイ交通 ICカードを破損した際には、鉄道事業者の係員窓
口にてポストペイ交通 ICカードの再発行を申込に行く。 
・破損したポストペイ交通 ICカードを係員に渡し、再発行済みのポ
ストペイ交通 ICカードを受け取る。 
・破損の事由が明らかに利用者の責任の場合、新たにデポジット金額
を支払うことが必要。 

利用 

利用問
い合わ
せ 

・ポストペイ交通 ICカードの利用方法がわからないときは、下記に
問い合わせをする。 
 －窓口係員（口頭） 
 －駅係員（口頭） 
 －コールセンタ（電話） 

カード回収 ・ポストペイ交通 ICカードが不要となる際（帰国時など）には、鉄
道事業者の窓口係員にポストペイ交通 ICカードの返却を行う。 
・ポストペイ交通 ICカード発行時に支払ったデポジット金額から、
手数料を引いた金額が返金される。 
・返金金額は、クレジットカードの引き落とし口座に振り込まれる。

料金請求 ・クレジットカード会社から送られてきた利用明細を確認する。 
・不明な明細が見つかった場合、クレジットカード会社に問い合わせ
を行う。 
・ポストペイ交通 ICカードでの利用請求分が、クレジットカードの
引き落とし口座より引き落とされる。 



－15－ 

（２）交通事業者（窓口係員）の立場 
 
表 2-4 交通事業者（窓口係員）の利用シーン詳細 

利用シーン 内容 
事前準備 ・一次発行されたポストペイ交通 ICカード（クレジットカードの紐

付けカード）を運用維持管理センタより受けとり、窓口にストックし
ておく。 
・クレジットカードの与信を行うための機器を設置。 
・即時発行を行うための機器（係員処理機を想定）を設置。 

カード発行 ・利用者から提示された申込書、クレジットカードを確認し、不明点
があれば利用者に質問する。 
・クレジットカードの与信を行うために、端末にクレジットカードを
読み込ませる。 
・クレジットカードが問題なく使用できることを確認する。与信の結
果、利用できない場合は、利用者にその旨を説明し、クレジットカー
ドを返却する。 
・ポストペイ交通 ICカードを発行するために、利用者情報（氏名、
生年月日、名前、クレジットカード番号、有効年月日）とポストペイ
交通 ICカード IDを発行端末に入力する。 
・発行されたポストペイ交通 ICカードを利用者に渡す。 

交通 ・利用者が利用した一件明細を運用維持管理センタに送信する。 
・ネガ対象カードの場合、カードの内容を書き換える。 

物販 該当なし 
紛失時 ・利用者から再発行の希望がある際には再度カード発行手続きを行

う。 

利用 

利用問
い合わ
せ 

・利用者からの問い合わせに対応する。 
・利用履歴を券売機、係員処理機で表示。 
・使用不可の場合、再製処理。 

カード回収 ・利用者から返却されたポストペイ交通 ICカードの回収を行う。 
・回収したポストペイ交通 ICカード内の情報及び券面を消去する。 
・回収したポストペイ交通 ICカードを再利用する。 

料金請求 該当なし 
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（３）運用維持管理センタ（コールセンタ）の立場 
 
表 2-5 運用維持管理センタ（コールセンタ）の利用シーン詳細 

利用シーン 内容 
事前準備 ・クレジットカードとポストペイ交通 ICカードの紐付けカードの一

次発行を行う。 
・一次発行済ポストペイ交通 ICカードは現行の「駅での即時再製用
ポストペイ交通 ICカード」と同様のものとする。 
・上記カード IDをセンタに登録する。 

カード発行 ・クレジットカードとポストペイ交通 ICカード IDとの紐付けを行い、
ポストペイ交通 ICカードの登録を行う。 
・登録する内容は申込書記載内容とする。 
 －氏名 
 －生年月日 
 －満年齢 
 －性別 
 －現住所 

交通 該当なし 
物販 ・支払い金額（3万円以上）に応じて、クレジットカード会社にオー

ソリゼーションを行う。 
紛失時 ・利用者からの問い合わせに対応し、カード拾得の確認や、利用停止

手続きを行う。 
・ポストペイ交通 ICカードを紛失時、コールセンタに連絡し、ポス
トペイ交通 ICカードの利用停止を依頼する。 

利用 

利用問
い合わ
せ 

・利用者からの各種問い合わせに対応する。 
・カード再製依頼、カード解約申出、諸変更届、利用照会、など。 

カード回収 該当なし 
料金請求 ・一件明細をまとめてクレジットカード会社に送信する。 
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（４）海外カードイシュアの立場 
 
表 2-6 海外カードイシュアの利用シーン詳細 

利用シーン 内容 
事前準備 該当なし 
カード発行 ・利用者のクレジットカードの与信（利用承認照会）を行う。 

交通 該当なし 
物販 該当なし 
紛失時 該当なし 

利用 

利用問
い合わ
せ 

該当なし 

カード回収 該当なし 
料金請求 ・受信した明細を元に、利用会員（利用者）への請求手続きを行う。

・会員が請求明細確認後、不明点、照会あればその一次受付を行う。
 
 



－18－ 

（５）物販加盟店の立場 
 
表 2-7 物販加盟店の利用シーン詳細 

利用シーン 内容 
事前準備 該当なし 
カード発行 該当なし 

交通 該当なし 
物販 ・使用方法不明時、利用者の支払い手続きを支援する。 

・利用者にお客様控えを手渡す。（自販機などではお客様控えを渡さ
ない場合もある。） 
・利用者が支払った一件明細を運用維持管理センタに送信する。 
・ネガ対象カードの場合、カードの内容を書き換える。 

紛失時 該当なし 

利用 

利用問
い合わ
せ 

該当なし 

カード回収 該当なし 
料金請求 該当なし 
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２．３ 課題の抽出 
 サービス内容の具体化と並行して、実現に向けて考えられる検討課題の抽出を
行った。本節では、抽出の観点及び抽出した課題の一覧を示す。 
 

 
２．３．１ 課題抽出の観点 

 ２．２．２では、サービスの利用シーンを、利用者、交通事業者、運用維持管
理センタ、海外カードイシュア、物販加盟店の立場より具体化したが、その際の
課題を、①運用面、②リスク面、③技術面、④制度面の観点から洗い出しを行っ
た。 
 
   表 2-8 課題抽出における観点 

分類 観点 
①運用面 サービスを実現する上での運用時の課題 
②リスク面 サービスを実現する上でリスクを伴う課題 
③技術面 サービスを実現する上での技術的に困難な課題 
④制度面 サービスを実現する上での制度上解決すべき課

題 
 
 
 また、課題に重要度を設定し、重要度の高い課題については、未解決では具体
的なサービスモデルの検討が進まないことから、課題の詳細化及び解決策の検討
を行った。 
 重要度が中、低の課題については、より実務に近い問題であり、具体の検討は
サービスの実現の際の関係者が検討すべきと考えられるため、本研究では詳細の
検討を行っていない。 
 
   表 2-9 課題の重要度 

重要度 観点 
高 解決しないとサービスモデルの検討自体が進まない、

優先的に解決する必要がある課題 
中 サービスモデルを固める上で検討すべき課題 

 
低 本研究におけるサービスモデルの検討に大きく関わ

らないため、サービス実現時までに解決すればよい課
題 
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２．３．２ 課題一覧 
 ２．３．１で述べた観点により、洗い出された課題についてまとめる。課題は、
カード発行・交通・物販・紛失時・利用問い合わせ・カード回収・料金請求・そ
の他の利用シーンごとに整理した。 
 
（１）カード発行シーン 
 以下に、サービス内容の具体化と並行して洗い出された、カード発行のシーン
における課題とその分類、重要度を記す。 
 
 表 2-10 カード発行における課題一覧 
項番 課題事項 分類 重要度
1-1 ポストペイ交通 ICカード発行の際の与信の扱い（方法、タ

イミング）をどうするか。 
リスク
面 

高 

1-2 ポストペイ交通 ICカード発行に関して、交通事業者は事前
に海外カードイシュアと発行に関する協議が必要。 

運用面 高 

1-3 ポストペイ交通 ICカードを受け取る際、デポジット金額を
支払う必要があるか。 

運用面 中 

1-4 ポストペイ交通 ICカード発行時におけるデポジット金額の
支払い方法をどうするか。 

運用面 中 

1-5 デポジット制を導入した際いくらにするのか。 運用面 中 
1-6 ポストペイ交通 ICカードの利用限度額が、鉄道事業者の設

定している額よりも少なくなってしまい、利用者の利用を制
限することがあるか。 

リスク
面 

中 

1-7 ポストペイ交通 IC カード ID とクレジットカード番号の紐
付けを行うのはどのタイミングか。 

技術面 中 

1-8 ポストペイ交通 IC カード ID とクレジットカード番号の紐
付けだけでよいか。 
・ ポストペイ交通 IC カード申込の際に、申込書記入する
のであれば、その内容も紐付けて管理するのか。 

・ 同申込書内容の登録をどこが行うのか。 

技術面 中 

1-9 ポストペイ交通 ICカードの商品概要はどのようなものか。
（有効期限、限度額） 

運用面 中 

1-10 ポストペイ交通 ICカード発行は、有人窓口で係員が行うの
か、自動機で本人が操作して行うのか。 

運用面 中 

1-11 ポストペイ交通 ICカード申込の際に、申込用紙への記入は
必要か。また、申込用紙の記入事項は次で良いか。（氏名、
生年月日、満年齢、性別、現住所、利用クレジットカード番
号／有効期限） 

運用面 中 

1-12 申込書控えを、利用者自身が保管しておく必要はあるか。 運用面 中 
1-13 ポストペイ交通 ICカード申込の際に、係員が本人認証を行

うために身分証明書類を提示する必要はあるか。 
運用面 中 

1-14 ポストペイ交通 ICカードの申込を行ってから、ポストペイ
交通 ICカードが発行されるまでの時間は、許容範囲内か。 

運用面 中 

1-15 ポストペイ交通 ICカードの申込に、家族会員を同時に申し
込むことは可能か。 

運用面 中 

1-16 カード利用限度額（通常カードと同じ扱いか、利用者自身で
設定できるようにするか）、カード利用期間（期間を 1ヶ月

運用面 中 
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などに決めるか、利用者自身で設定できるようにするか）を
どうするか。 

1-17 カードの発行種別（例：一般家族、ジュニア、キッズ）の対
応をどうするか。 

運用面 中 

1-18 カード取り扱い時の手数料（発行および回収）をどうするか。 運用面 中 
1-19 社局に支払うカード取り扱い手数料（発行および回収）のシ

ステム対応をどうするか。 
技術面 中 

1-20 ポストペイ交通 ICカード発行時のカード媒体はどのような
ものか。印刷を行うのか、カードにシールなどを貼るのか。 

運用面 中 

1-21 ポストペイ交通 ICカード手交時に会員規約・利用ガイドな
どを配布する必要があるか。 

運用面 低 

1-22 ポストペイ交通 ICカード発行時の言語の問題をどのように
クリアするか 

運用面 低 

1-23 ポストペイ交通 ICカードの申込場所はどこか 運用面 低 
1-24 ポストペイ交通 ICカード受け取り時に受領書（サイン）を

徴求するか。 
運用面 低 
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（２）交通シーン 
 以下に、サービス内容の具体化と並行して洗い出された、交通シーンにおける
課題とその分類、重要度を記す。 
 
表 2-11 交通における課題一覧 
項
番 

課題事項 分類 重要度

2-1 ポストペイ交通 ICカード利用時にもクレジットカードと同
じレベルの与信チェックが必要か。 

リスク
面 

高 

2-2 乗車の際にポストペイ交通 ICカードの利用範囲を超えてし
まった場合の対処方法（問い合わせ、支払い）をどうするか。 

運用面 中 

2-3 乗車の際にポストペイ交通 ICカードを利用する際、ポスト
ペイ交通 ICカード対応改札機を探す必要があるか。 

運用面 低 

2-4 下車する際に、ポストペイ交通 ICカードの利用金額をどの
ように確認するか。 

運用面 低 
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（３）物販シーン 
 以下に、サービス内容の具体化と並行して洗い出された、物販シーンにおける
課題とその分類、重要度を記す。 
 
表 2-12 物販における課題一覧 
項
番 

課題事項 分類 重要度

3-1 ポストペイ交通 ICカード利用時にもクレジットカードと同
じレベルの与信チェックが必要か。 

リスク
面 

高 

3-2 ポストペイ交通 ICカード利用時（物販）に金額に応じてク
レジットカード会社にオーソリゼーションを行う必要があ
るか。 

運用面 中 

3-3 物販で利用する際にポストペイ交通 ICカードの利用金額を
どのように確認するか。 

運用面 低 

3-4 利用に関する問い合わせが会員からあった場合に対応可能
かどうか。言語の問題。 

運用面 低 
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（４）紛失時 
 以下に、サービス内容の具体化と平行して洗い出された、紛失時における課題
とその分類、重要度を記す。 
 
表 2-13 紛失時における課題一覧 
項
番 

課題事項 分類 重要度

4-1 ポストペイ交通 ICカード紛失時、コールセンタに来電があ
った場合何をもって本人確認とするか。 

運用面 中 

4-2 ポストペイ交通 ICカードを紛失した際の再発行手続きをど
うするか。 

運用面 中 

4-3 ポストペイ交通 ICカードが再発行されるまでの時間は、許
容範囲内か。 

運用面 中 

4-4 ポストペイ交通 ICカード紛失時、コールセンタに来電があ
った場合に言語の問題をどうするか。 

運用面 中 

4-5 ポストペイ交通 ICカード紛失時、コールセンタに来電があ
り、カード再発行不要であった場合どうするか。 

運用面 中 

4-6 ポストペイ交通 ICカード紛失時、コールセンタに来電があ
り、カード再発行必要であった場合どう処理するか。 

運用面 中 

4-7 カード再発行手数料を請求するか。その方法はどうするか。 運用面 中 
4-8 ポストペイ交通 ICカード紛失時の利用停止問い合わせは、

コールセンタで良いか。 
運用面 低 

4-9 ポストペイ交通 ICカードを破損した場合の再発行手続きを
どうするか。 

運用面 低 
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（５）利用問い合わせシーン 
 以下に、サービス内容の具体化と並行して洗い出された、利用問い合わせシー
ンにおける課題とその分類、重要度を記す。 
 
表 2-14 利用問い合わせにおける課題一覧 
項
番 

課題事項 分類 重要度

5-1 利用方法不明時の照会方法をどうするか（券売機、係員処理
機対応）。またこれら機器の改造をどうするか。 

運用面 中 

5-2 コールセンタで利用問い合わせを受け付けるか。 運用面 中 
5-3 コールセンタの言語の問題をどうするか。 運用面 中 
5-4 帰国後の利用問い合わせの一次受付は海外カードイシュア

になるが、利用不明照会時はどこで対応するか。 
運用面 中 

5-5 売上内容に対する照会の一次受付となるが回答不可なので
その対応をどうするか。 

運用面 中 

5-6 ポストペイ交通 ICカードの利用方法の問い合わせ先は、次
で良いか。窓口係員（口頭）、駅係員（口頭）、コールセンタ
（電話）。 

運用面 低 

5-7 利用履歴の参照等が可能な web をどうするか。言語の問題
をどうするか。 

運用面 低 

5-8 窓口で利用履歴の提示が求められた場合の対応をどうする
か。 

運用面 低 
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（６）カード回収シーン 
 以下に、サービス内容の具体化と並行して洗い出された、カード回収シーンに
おける課題とその分類、重要度を記す。 
 
表 2-15 カード回収における課題一覧 
項
番 

課題事項 分類 重要度

6-1 ポストペイ交通 ICカード返却時のデポジット金額の受け取
り方法をどうするか。 

運用面 中 

6-2 カード回収方法（場所、デポジット制の場合の返金方法）を
どうするか。 

運用面 中 

6-3 利用者がカードを返却せずに帰国した場合、そのカードを有
効期限内は利用可とするか。申込時、滞在予定期間を書いて
もらう必要はないか。 

運用面 中 
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（７）料金請求シーン 
 以下に、サービス内容の具体化と並行して洗い出された、料金請求における課
題とその分類、重要度を記す。 
 
表 2-16 料金請求における課題一覧 
項
番 

課題事項 分類 重要度

7-1 利用者から料金請求時に利用否認された際にどうするか。 リスク
面 

高 

7-2 利用日ごとの為替レートで請求するのか、請求日など特定日
の為替レートで請求をするのか。 

運用面 中 

7-3 ポストペイ交通 ICカードの利用状況の確認方法をどうする
か。 

運用面 低 

7-4 ポストペイ交通 ICカードの利用明細の問い合わせ方法は、
海外カードイシュアで良いか。 

運用面 低 

7-5 カード発行/維持/再発行などにかかる費用の請求をどうする
か。 

運用面 低 
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（８）その他のシーン 
 以下に、サービス内容の具体化と並行して洗い出された、その他のシーンにお
ける課題と分類、重要度を記す。 
 
表 2-17 その他の課題一覧 
項
番 

課題事項 分類 重要度

8-1 ポストペイ交通 ICカードの即時発行を行うための機器（係
員処理機の改造）をどうするか。 

技術面 中 

8-2 悪質な海外渡航者によるポストペイ交通 ICカード転売の抑
止方法をどうするか。 

運用面 中 

8-3 会員規約をどうするか。 運用面 低 
8-4 係員への教育をどうするか。（本人確認の方法、カード内容

の案内） 
運用面 低 

8-5 取扱説明書の作成をどうするか。 運用面 低 
8-6 改札機のマルチ言語化をどうするか。 その他 低 
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２．４ 重要課題の導出 
 本節では、２．３で抽出した課題について、運用面、リスク面、技術面、制度
面の４つの分類ごとに分析した結果、重要課題の導出ができた。本節ではこれら
の結果を示す。 
 

 
２．４．１ 抽出した課題の分析 

 本研究で実現を目指すサービスの具体化を行っていく中で抽出した課題は、運
用面、リスク面、技術面、制度面からの課題に分類される。 
 
（１）運用面における課題の分析 
 ２．３．２で、運用面における課題が洗い出された。その中で、重要度が高の
課題は、「カード発行」の利用シーンにおける課題である。 
 
表 2-18 運用面における重要度が高の課題 
分類 利用シーン 項番 課題事項 
運用面 カード発行 1-2 ポストペイ交通 ICカード発行に関して、交通事業者は事

前に海外カードイシュアと発行に関する協議が必要。 
 
 また、重要度が中、低の課題は、全ての利用シーンで洗い出された課題の大半
を占めており、本研究のポストペイ交通 IC カードの即時発行の仕組みを実現す
るためには、運用上で解決すべき課題が、その他の課題と比較して多いと言える。 
 
 洗い出された運用面における課題の傾向としては、海外からの旅行者を対象と
するにあたっての新たに考慮が必要な言語に関する課題、新たに発行するポスト
ペイ交通 IC カードの発行手続き、紛失の際の再発行やカード回収時の際に考慮
が必要な手数料やデポジット金額の取り扱いの課題などが主であると言える。 
 
 重要度が高のカード発行時における課題の具体的な解決方法については、２．
４．２で詳細に検討する。 
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（２）リスク面における課題の分析 
 ２．３．２で、リスク面における課題が洗い出された。その中で、重要度が高
の課題は、「カード発行」・「交通」（カード利用）・「物販」（カード利用）・「料金
請求」の利用シーンにおける課題である。 
  
表 2-19 リスク面における重要度が高の課題 
分類 利用シーン 項番 課題事項 

カード発行 1-1 ポストペイ交通 ICカード発行の際の与信の扱い（方法、
タイミング）をどうするか。 

カード利用 2-1 
3-1 

ポストペイ交通 IC カード利用時にもクレジットカード
と同じレベルの与信チェックが必要か。 

リスク面 

料金請求 7-1 利用者から料金請求時に利用否認された際にどうする
か。 

 
 重要度が中の課題は、「カード発行時」の利用シーンで洗い出され、重要度が
低の課題については特に見当たらなかった。 
 
 洗い出されたリスク面における課題の傾向としては、ポストペイ交通 IC カー
ド発行時の与信方法、ポストペイ交通 IC カード利用時の与信チェック、さらに
は料金請求の際に発生するリスクなど、ポストペイ交通 IC カードと紐付けを行
うクレジットカードの発行会社に関わる課題が主であることが言える。 
 
 よって、リスク面の課題については、クレジットカード会社の立場から、カー
ド発行及びカード利用時の与信方法、料金請求時における利用否認への対処を中
心に解決方法の検討を行う必要がある。具体的な解決方法については、２．４．
２で詳細に検討する。 
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（３）技術面における課題の分析 
 ２．３．２で、技術面における課題が洗い出された。その中で、重要度が高の
課題は特に見当たらなかったが、中の課題としては「カード発行」の利用シーン
における課題があげられる。なお「その他」においても課題があるが、内容とし
てはカード発行機器の課題であるため利用シーンでは「カード発行」に含める。 
 
表 2-20 技術面における重要度が中の課題 
分類 利用シーン 項番 課題事項 

1-7 ポストペイ交通 ICカード IDとクレジットカード番号の
紐付けを行うのはどのタイミングか。 

1-8 ポストペイ交通 ICカード IDとクレジットカード番号の
紐付けだけでよいか。 
・ ポストペイ交通 ICカード申込の際に、申込書記入す
るのであれば、その内容も紐付けて管理するのか。 

・ 同申込書内容の登録をどこが行うのか。 
1-19 社局に支払うカード取り扱い手数料（発行および回収）

のシステム対応をどうするか。 

技術面 カード発行 

8-1 ポストペイ交通 IC カードの即時発行を行うための機器
（係員処理機の改造）をどうするか。 

 
 重要度が低の課題については特に見当たらなかった。 
 
 洗い出された技術面における課題としては、交通事業者側で登録を行う機器と
この登録データを管理する運用維持管理センタの機器の 2種類があるが、どちら
においても条件を整理すれば技術的には可能と言える。また今回は係員対応で分
析を行っているが、自動発行機においても同等と言える。 
 
 また、海外カードイシュアの立場における技術的な課題については、運用で対
処可能なため、特に見当たらなかった。 
 
 
（４）制度面における課題の分析 
 ２．３．２で考えられる課題を洗い出した結果、制度面における課題は特に見
当たらなかった。 
 
 現状では、ポストペイ交通 IC カードの即時発行を実現する上で不可能となる
課題はないと考えられる。なお、制度面については、３．３で詳細に検討を行う。 
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２．４．２ 重要課題の検討 
 ２．４．１で、整理を行った重要度が高の課題は以下の通りである。 
 
表 2-21 重要度が高の課題 
分類 利用シーン 項番 課題事項 
運用面 カード発行 1-2 ポストペイ交通 ICカード発行に関して、交通事業者は事

前に海外カードイシュアと発行に関する協議が必要。 
カード発行 1-1 ポストペイ交通 ICカード発行の際の与信の扱い（方法、

タイミング）をどうするか。 
カード利用 2-1 

3-1 
ポストペイ交通 IC カード利用時にもクレジットカード
と同じレベルの与信チェックが必要か。 

リスク面 

料金請求 7-1 利用者から料金請求時に利用否認された際にどうする
か。 

 
 
 以下に、重要度が高の課題それぞれの内容を具体的に述べる。 
 
（1-2）ポストペイ交通 IC カード発行に関して、交通事業者は事前に海外カー
ドイシュアと発行に関する協議が必要 

 ポストペイ交通 ICカードの発行主体となる交通事業者は、海外か
らの旅行者が保有しているクレジットカードと紐付いたポストペイ
交通 ICカードを発行する際、カード発行に関して事前に海外カード
イシュアと協議を行う必要があると考えられる。 
 サービスを実現するにあたっては、両事業者間にて、運用面（及び
システム面）に関しての取り決めなどについて整理を行う必要がある。 

 
（1-1）ポストペイ交通 IC カード発行の際の与信の扱い（方法、タイミング）
をどうするか 

 本研究における即時発行サービスにおいて、通常のポストペイ交通
IC カードの発行時のように数週間の時間を要してしまっては、利用
者の利便性を向上させるものではなくなってしまう。そこで、利用者
の利便性を保ちつつ、即時発行サービスに関わる関係者のリスクを抑
えた上で、ポストペイ交通 IC カードを発行する必要があると考えら
れる。 
 ポストペイ交通 IC カード発行の際の発行審査や、紐付けを行うク
レジットカードの与信方法、タイミングをどうするかについて整理を
行う必要がある。 
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（2-1、3-1）ポストペイ交通 ICカード利用時にもクレジットカードと同じレベ
ルの与信チェックが必要か。 

 ポストペイ交通 IC カードを利用する際、通常のクレジットカード
と同様に、利用毎にクレジットカードの有効性チェックや、利用限度
額を超えることがないかなどのチェックを行うことは、現状の
PiTaPa の仕組み上では難しい。交通事業者である交通事業者やクレ
ジットカード会社のリスクを考えると、これらのチェックを即時に行
えることが望ましいが、費用対効果を考慮に入れて検討を行う必要が
ある。 
 

（7-1）利用者から料金請求時に利用否認された際にどうするか 
 クレジットカード会社からの請求内容に対して、利用者が利用否認
を申し出た際に、利用者が確実に利用していた確証がない場合は、利
用者から請求分を徴収することは難しい。通常クレジットカードの取
引では、対面の取引であることやクレジットカードをこするなどして
情報を読み取り、さらに利用者からのサインを控えるなど、直接取引
に関する証拠を残すことが必要である。利用の際に、利用者から直接
取引に関する証拠を得ることは現実的ではないため、即時発行サービ
スに関わる関係者は、利用者から利用否認されることを考慮に入れて
検討を行う必要がある。 

 
 今回クレジットカードの紐付けとしてポストペイ交通 IC カードをサービスイ
メージとしているが、新たなポストペイ交通 IC カードは、利用者からも事業者
から見ても、新たなクレジットカードを保有することと同じ意味合いを持つ。す
なわち、手持ちのクレジットカードの子カードを保有することとなる。 
 
 通常、クレジットカードの発行にあたっては、以下を考慮しておくことが重要
である。 
• 本人に信用があるかをどのように確認するか 
• 利用者が本人自身であることをどのように確認するか 
• 不正利用や残高不足時にどのように対応するか 

 
 つまり、新たなポストペイ交通 IC カードを利用者の利便性を向上しながら、
関係する事業者のリスクを抑えたカードの発行方法が重要となる。 
 
 これらより、本研究におけるポストペイ交通 IC カードの即時発行サービスを
実現する上で、サービスの根幹を最も左右するのは、カード発行方法（与信の扱
い）であると考えられる。与信の扱いについては、第３章で詳細に検討を行う。 

 



 

 

 

 

 

第 ３ 章 

サービスモデルの検討 
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第３章 サービスモデルの検討 
 本章では、第２章で明らかになった重要課題である、新たなポストペイ交通 IC
カードの発行方法の利便性とリスク軽減のバランスについて、その解決のための
複数のサービスモデルの抽出、整理を行った。また、分類した各サービスモデル
の詳細化を行い、各サービスモデルの特徴、メリット／デメリットを明確にした。
さらに、本研究と関連する制度面の検討を行った。 
 
 

３．１ サービスモデルの抽出 
 

３．１．１ サービスモデル抽出の観点 
 サービスモデルの抽出にあたり、新たなポストペイ交通 IC カードの発行方法
について、利用者の利便性と、事業者のリスク軽減の 2つの観点から、考えられ
るサービスモデルの抽出を行った。 
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３．２ サービスモデルの具体化 
 本節では、３．１のサービスモデル抽出の観点により、抽出した 5つのサービ
スモデルを整理する。それぞれのサービスモデルの特徴、メリット／デメリット、
詳細について示す。 
 

３．２．１ サービスモデルの分類 
 ３．１のサービスモデル抽出の観点により、下記の基本的な考え方により考え
られるサービスモデルを表 3-1に分類する。 
 
• 利用者の利便性＝広くカードが使える（分類①、分類②） 
• 事業者のリスク軽減＝利用者の信用確認を確実に行える（分類③、分類④、
分類⑤） 

 
表 3-1 ポストペイ交通 ICカードの発行方法によるサービスモデルの分類 

分類 基本的な考え方 ポストペイ交通ＩＣカード発行時の与信方
法 

① 海外カードイシュア発行のクレジットカー
ドの利用限度額に制限されないポストペイ
交通 ICカードを発行 

② 

交通事業者が国際ブランドカー
ド会社の利用加盟店となる場合
（海外からの旅行者に、広くポ
ストペイ交通 ICカードの即時
発行サービスを受け入れられる
ようにする） 

海外カードイシュア発行のクレジットカー
ドから予め一定額の枠を取ったポストペイ
交通 ICカードを発行 

③ 海外カードイシュア発行のクレジットカー
ドと総合与信をするポストペイ交通 ICカー
ドを発行 
 

④ 海外カードイシュア発行のクレジットカー
ドの利用限度額に制限されないポストペイ
交通 ICカードを発行 

⑤ 

交通事業者が国際ブランドカー
ド会社の利用加盟店とならない
場合 
（事前にポストペイ交通 ICカ
ード発行の協議を行った海外カ
ードイシュアのクレジットカー
ド保有者に限定する） 

海外カードイシュア発行のクレジットカー
ドから予め一定額の枠を取ったポストペイ
交通 ICカードを発行 

 
 
 サービスモデルは、基本的な考え方として、大きく 2通りに分けられる。 
 

A． 海外からの旅行者の利便性を高めるため、使えるクレジットカードを
多くする。すなわち、交通事業者が国際ブランドカード会社の利用加盟
店となる。（分類①、分類②） 
例えば、交通事業者が国際ブランドカード会社である VISAの利用加盟
店とする。利用者のクレジットカードが VISAブランドのクレジットカ
ードであれば、ポストペイ交通 IC カードの発行が可能となり、サービ
スの利用が可能となる。 
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B． 事業者のリスクを軽減するため、利用者の信用確認などを確実に行う。
すなわち、本研究におけるサービスを提供する交通事業者が、旅行者の
保有するクレジットカードの発行主体である海外カードイシュアと事
前にポストペイ交通 IC カード発行に関する協議を行い、使えるクレジ
ットカードを限定するものである。（分類③、分類④、分類⑤） 
例えば、交通事業者がポストペイ交通 IC カードの発行について、海外
のカードイシュアである A 社と協議の上で合意し、また A 社は国際ブ
ランドである VISA ブランドが付与されているクレジットカードを発
行している場合、A社のクレジットカードを保有している利用者に対し
てはポストペイ交通 IC カードの即時発行が可能となり、サービスの利
用が可能となる。利用者が、交通事業者との合意ができていないカード
イシュアのB社のVISAブランドのクレジットカードを保有している場
合には、そのクレジットカードとのポストペイ交通 IC カードの紐付け
はできず、サービスを利用することはできない。 

 
 次に、基本的な考え方を踏まえた上で、ポストペイ交通 IC カードに対する利
用限度額の確保、確認方法により 3通りに分けられる。 
 

a． 新たに発行するポストペイ交通 IC カードの利用は、利用者が保有して
いるクレジットカードの利用限度額に制限を与えない。（分類①、分類
④） 
つまり、クレジットカードの利用限度額とポストペイ交通 IC カードの
利用限度額とは別々に管理され、相互の関係はない。 
 

b． 新たにポストペイ交通 IC カードを発行する際、利用者が保有している
クレジットカードの利用限度額から、あらかじめポストペイ交通 IC カ
ード分の一定額の枠を確保する。（分類②、分類⑤） 
つまり、ポストペイ交通 IC カードを発行する際に、クレジットカード
から、実際にはまだ使っていないポストペイ交通 IC カード分の一定額
の枠を確保することとなる。そのため、クレジットカードの利用限度額
が一定額分下がることとなる。 
 

c． 新たに発行するポストペイ交通 IC カードと、利用者が保有しているク
レジットカードの利用状況をあわせて管理することにより、利用者に与
えられているクレジットカードの利用限度額を超えることのないよう
にする。（分類③） 
つまり、ポストペイ交通 IC カードはクレジットカードの子カードの位
置づけとなり、ポストペイ交通 IC カードの利用状況は、クレジットカ
ードの利用状況と合算で管理されることとなる。 
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３．２．２ サービスモデルの特徴 
 ３．２．１では、ポストペイ交通 IC カードの発行方法を 5 つに分類した。以
下に、それぞれのポストペイ交通 ICカードの発行方法ごとに利用限度額の管理、
確認方法の特徴をまとめる。 
 
 
表 3-2 ポストペイ交通 ICカードの利用限度額の特徴 

分
類 

基本的な
考え方 

ポストペイ交通ＩＣカードの与信枠の特徴 

① ポストペイ交通 ICカードの利用額はクレジットカードの利用限度額に制限を
与えない 

カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円

限度額：50万円

限度額：20万円

クレジット

IC

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

限度額：20万円
（50-30）

限度額：16万円
（20-4）

カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円

限度額：50万円

限度額：20万円

クレジット

IC

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

限度額：20万円
（50-30）

限度額：16万円
（20-4）  

② 

海外から
の旅行者
に、広く
ポストペ
イ交通
ICカー
ドの即時
発行サー
ビスを受
け入れら
れるよう
にする 

クレジットカードの利用限度額の中からポストペイ交通 ICカードの限度額を
確保する 

カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円

限度額：30万円
(50-20)

限度額：20万円

クレジット

IC

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

限度額：0万円
（30-30）

限度額：16万円
（20-4）

カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円

限度額：30万円
(50-20)

限度額：20万円

クレジット

IC

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

限度額：0万円
（30-30）

限度額：16万円
（20-4）  

③ クレジットカードとポストペイ交通 ICカードの合算で与信を管理する 
カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円 限度額：50万円

（合算）

クレジット

IC
限度額：16万円
（50-30-4）

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

総合与信

カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円 限度額：50万円

（合算）

クレジット

IC
限度額：16万円
（50-30-4）

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

総合与信

 
④ ポストペイ交通 ICカードの利用額はクレジットカードの利用限度額に制限を

与えない 
カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円

限度額：50万円

限度額：20万円

クレジット

IC

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

限度額：20万円
（50-30）

限度額：16万円
（20-4）

カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円

限度額：50万円

限度額：20万円

クレジット

IC

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

限度額：20万円
（50-30）

限度額：16万円
（20-4）  

⑤ 

事前にポ
ストペイ
交通 IC
カード発
行の協議
を行った
海外カー
ドイシュ
アのクレ
ジットカ
ード保有
者に限定
する 

クレジットカードの利用限度額の中からポストペイ交通 ICカードの限度額を
確保する 

カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円

クレジット

IC

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

限度額：0万円
（30-30）

限度額：16万円
（20-4）

限度額：30万円
(50-20)

限度額：20万円

カード発行前 カード発行後 カード利用時

クレジット

IC
クレジット 限度額：50万円

クレジット

IC

使用：30万円

交通：1万円
物販：3万円

限度額：0万円
（30-30）

限度額：16万円
（20-4）

限度額：30万円
(50-20)

限度額：20万円
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 ポストペイ交通 ICカード発行前/ポストペイ交通 ICカード発行後/ポストペイ
交通 ICカード利用時のクレジットカード及びポストペイ交通 ICカードの利用限
度額の変化に着目して説明する。 
 
 なお、説明上、旅行者が保有しているクレジットカードの限度額を 50 万円、
新たに発行するポストペイ交通 ICカードの限度額は 20万円と設定した。カード
の利用はクレジットカードを 30万円利用し、ポストペイ交通 ICカードを 4万円
（交通 1万円、物販 3万円）利用したと仮定した。 
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（１）分類① 
 カード発行前 

• クレジットカードの限度額：50万円 
 カード発行後 

• クレジットカードの限度額：50万円 
• カード発行により制限を受けない 

• ポストペイ交通 ICカードの限度額：20万円 
 カード利用時 

• クレジットカードの限度額：20万円 
• 50万円－30万円＝20万円 

• ポストペイ交通 ICカードの限度額：16万円 
• 20万円－4万円＝16万円 

 
 分類①は、ポストペイ交通 ICカード発行に関して、ポストペイ交通 ICカード
の利用額はクレジットカードの利用限度額に影響を与えない。 
 
 
（２）分類② 

 カード発行前 
• クレジットカードの限度額：50万円 

 カード発行後 
• クレジットカードの限度額：30万円 

• 50万円－20万円＝30万円 
• ポストペイ交通 ICカードの限度額：20万円 

 カード利用時 
• クレジットカードの限度額：0万円 

• 30万円－30万円＝0万円 
• ポストペイ交通 ICカードの限度額：16万円 

• 20万円－4万円＝16万円 
 
 分類②は、ポストペイ交通 IC カードの発行に関して、クレジットカードの利
用限度額の中から、予めポストペイ交通 IC カードの利用限度額分の枠を確保す
るものである。 
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（３）分類③ 
 カード発行前 

• クレジットカードの限度額：50万円 
 カード発行後 

• クレジットカードとポストペイ交通 ICカード合算の限度額：50万
円 

 カード利用時 
• クレジットカードとポストペイ交通 ICカード合算の限度額：16万
円 

• 50万円－30万円－4万円＝16万円 
 
 分類③は、ポストペイ交通 IC カードの発行に関して、限度額はクレジットカ
ードとポストペイ交通 IC カードの合算で管理する。このように、同一人物が所
有する複数のカードの利用枠を合算で管理することを、総合与信と呼ぶ。 
 
 
（４）分類④ 
 分類④における、クレジットカード及びポストペイ交通 IC カードの利用限度
額は分類①と同じである。つまり、分類④は、分類①と同様、ポストペイ交通 IC
カード発行に関して、ポストペイ交通 IC カードの利用額はクレジットカードの
利用限度額に影響を与えない。 
 
 
（５）分類⑤ 
 分類⑤における、クレジットカード及びポストペイ交通 IC カードの利用限度
額は分類②と同じである。つまり、分類⑤は、分類②と同様、ポストペイ交通 IC
カードの発行に関して、クレジットカードの利用限度額の中から、予めポストペ
イ交通 ICカードの利用限度額分の枠を確保するものである。 
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３．２．３ サービスモデルの比較 
 5 つのポストペイ交通ＩＣカードの発行方法について、「カードの発行主体」、
「マーケット性」、「運用面」、「システム面」、「リスク面」の観点から比較を行っ
た。 
 
表 3-3 サービスモデルの比較 

比較観点 分類（パターン） 
カードの発
行主体 

マーケ
ット性

運用面 システ
ム面 

リスク
面 

① クレジットカード
の利用限度額に制
限されない 

高 低 

② 

海外からの旅行
者に、広くポスト
ペイ交通 ICカー
ドの即時発行サ
ービスを受け入
れられるように

する 

クレジットカード
から予め一定額の
枠をとる 

交通事業者 広 

高 高 

高 

③ クレジットカード
と総合与信する 
 

高 高 

④ クレジットカード
と提携する 
 

中 中 

⑤ 

事前にポストペ
イ交通 ICカード
発行の協議を行
った海外カード
イシュアのクレ
ジットカード保
有者に限定する クレジットカード

から予め一定額の
枠をとる 
 

交通事業者、
海外カード
イシュア 

狭 

高 高 

低 

 
 
以下、それぞれの比較観点ごとに詳細を記す。 
 
（１）カードの発行主体 
 ここで述べる「カードの発行主体」とは、本研究において発行されるポストペ
イ交通 ICカードの発行者のことである。 
 
 分類①・分類②では、交通事業者が国際ブランドカード会社の利用加盟店とな
っており、ポストペイ交通 IC カードの発行は、海外カードイシュアと協議をせ
ずに行うため、カードの発行主体は、交通事業者となる。 
 
 一方、分類③・分類④・分類⑤では、交通事業者が海外カードイシュアと、ポ
ストペイ交通 IC カードの発行に関して事前に合意しているため、ポストペイ交
通 ICカードの発行主体は、交通事業者と海外カードイシュアの両者となる。 
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（２）マーケット性 
 ここで述べる「マーケット性」とは、利用者の立場からポストペイ交通 IC カ
ードの利用範囲を考察するものである。 
 
 分類①・分類②では、交通事業者は国際ブランドカード会社の利用加盟店とな
っているため、利用者は、交通事業者が加盟している国際ブランドが付与されて
いるカードを所有していれば、サービスの利用が可能となる。よって、海外から
の旅行者に広く受け入れられるサービスとなるため、マーケット性が大きいと言
える。 
 
 一方、分類③・分類④・分類⑤では、交通事業者はポストペイ交通 IC カード
の発行に関して事前に海外カードイシュアと協議を行う必要があるため、利用者
がサービスを利用できるためには、事前合意を行っている海外カードイシュアの
クレジットカードを保有している必要がある。よって、サービスが利用可能な利
用者が限定されるため、マーケット性が小さいと言える。 
 
 
（３）運用面 
 ここで述べる「運用面」とは関係する事業者の立場から、サービス運用面にお
ける難解度、煩雑度について考察するものである。 
 
 分類①では、ポストペイ交通 IC カード利用分の売上を海外カードイシュアに
あげるための運用が必要である。 
 分類②では、クレジットカードから事前に確保した枠の取り下げを、クレジッ
トカードの締めのタイミングにあわせるための運用が必要であるが、現実的には
困難である。 
 分類③では、クレジットカードとポストペイ交通 IC カードの利用分を合算で
管理するための運用が必要である。 
 分類④では、交通事業者と海外カードイシュア間でサービスを運営していく上
での運用について整理する必要がある。 
 分類⑤では、クレジットカードから一定額の枠を確保及び取り下げ、クレジッ
トカードとポストペイ交通 IC カードの締めのタイミングを合わせる運用が必要
であるが、現実的には困難である。 
 
 なお、利用者は海外在住の訪日人であるため、言語の問題を解決することが求
められる。 
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（４）システム面 
 ここで述べる「システム面」とは、サービスを実現する上で、現行の PiTaPa
の仕組みを参考に、必要なシステム改修について考察するものである。 
 
 サービスを実現する上で、現行の PiTaPaの仕組みを参考に、改修が必要な処
理をあげ、各分類ごとに必要な処理については以下にまとめる。 
 
表 3-4 各分類におけるシステム改修の対象 
システム改修が必要な処理 分類① 分類② 分類③ 分類④ 分類⑤

a) ポストペイ交通 IC カード発
行時の登録 
（交通事業者） 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

b) ポストペイ交通 IC カード利
用の売上データ作成 
（交通事業者） 

 
○ 

 
○ 

   

c) 売上データの外国語対応 
（交通事業者） 
 

   
○ 

 
○ 

 
○ 

d) 売上データの取込み対応 
（海外カードイシュア） 
 

   
○ 

 
○ 

 
○ 

e) 利用者への請求書対応 
（海外カードイシュア） 
 

   
○ 

 
○ 

 
○ 

f) 総合与信の処理 
（交通事業者、海外カードイ
シュア） 

   
○ 

  

g) 一定額の枠の確保及び解除
の処理（交通事業者、海外カ
ードイシュア） 

  
○ 

   
○ 

h) 請求の締めのタイミングを
合わせる処理（交通事業者、
海外カードイシュア） 

  
○ 

 
 

  
○ 

 
 
 a)の“ポストペイ交通 IC カード発行時の登録”は交通事業者側に追加でシステ
ムの改修が必要となる。これは、新たに発行するポストペイ交通 IC カードに、
旅行者の保有しているクレジットカード情報を紐付けて、登録を行う処理である。
全サービスモデル共通で必要となる。 
 
 b)の“ポストペイ交通 IC カード利用の売上データ作成”は、国際ブランドカー
ド会社の利用加盟店である交通事業者がポストペイ交通 IC カード利用分の売上
データ作成を行う処理である。分類①及び分類②で必要となる。 
 
 c)の“売上データの外国語対応”は、交通事業者側でシステムの改修が必要とな
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る。海外カードイシュアと個別に提携する場合であり、分類③、分類④、分類⑤
で必要となる。 
 
 d)の“売上データの取り込み対応”は、海外カードイシュア側でシステムの改修
が必要となる。交通事業者と個別に提携する場合であり、分類③、分類④、分類
⑤で必要となる。 
 
 e)の“利用者への請求対応”は、海外カードイシュア側でシステムの改修が必要
となる。交通事業者と個別に提携した海外カードイシュアは、利用者にクレジッ
トカードの利用分とポストペイ交通 IC カードの利用分を合わせて売上明細を送
付する。分類③、分類④、分類⑤で必要となる。 
 
 f)の“総合与信の処理”は、交通事業者及び海外カードイシュア側でシステム改
修が必要となる。クレジットカードとポストペイ交通 IC カードの与信管理を合
わせて行うものであり、大幅なシステム改修が必要であると言える。分類③で必
要となる。 
 
 g)の“一定額の枠の確保及び解除の処理”は、交通事業者及び海外カードイシュ
ア側でシステム改修が必要となる。ポストペイ交通 IC カード発行時にクレジッ
トカードから枠を確保し、締めのタイミングで、枠から実際に利用した分を差し
引いて解除するものであり、大幅なシステム改修が必要であると言える。分類②、
分類⑤で必要となる。 
 
 h)の“請求の締めのタイミングを合わせる処理”は、交通事業者及び海外カード
イシュア側でシステム改修が必要となる。通常、カードの締めのタイミングは、
カード会社によって異なるため、両社の締めのタイミングを合わせることが必要
となる。分類②、分類⑤で必要となる。 
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（５）リスク面 
 ここで述べる「リスク面」とは、関係する事業者の立場から、本研究において
実際にサービスを開始する上で考えられるリスクを、考察するものである。 
 
 現行の PiTaPa では、ポストペイ交通 IC カードの新規申込みから発行まで数
週間の期間を要しており、その間で利用者の信用審査などを行う。本研究では、
海外からの旅行者に対し、即時にポストペイ交通 IC カードの発行の実現を目指
しているため、カード発行の審査に十分時間をかけることが難しい。また、クレ
ジットカードの利用時のサインのように、本人の利用を確認することも難しい。
そのため、新たに発行するポストペイ交通 IC カードのリスクについては重要な
比較観点となる。 
 
 クレジットカード会社からの請求内容に対して、利用者がカード利用の否認を
申し出た際に、利用者が確実に利用していた確証がない場合は、チャージバック
の対象になることがある。チャージバックとは、利用加盟店のカードの取り扱い
方法に不備があり、利用加盟店規約に基づき売上を取り消すことである。 
 
 このチャージバックの対象になるリスクが高い要因を以下にあげる。 
 

1. 非対面の取引である 
2. 対面時に、クレジットカードを端末でこする、サインを徴収するなどの
利用者から直接取引情報に対する証拠を受け取れない 

3. 無人端末機の場合に、磁気テープを読み取ることができない 
 
 分類①・分類②では、交通事業者は国際ブランドカード会社の利用加盟店とな
っており、交通事業者はポストペイ交通 IC カードの利用分を国際ブランドカー
ド会社との利用加盟店規約に則り、売上をあげることとなる。しかしながら、ポ
ストペイ交通 IC カードの利用毎に、利用者から対面にてサインを徴収すること
は現実的ではないため、利用者が実際に利用した証拠を残しておくことは困難で
ある。そのため、利用者が利用否認をした際に、請求元の海外カードイシュアは、
交通事業者に売上債権の買戻しを要求することなり、交通事業者にとってチャー
ジバックのリスクが大きくなる。 
 
 一方、分類③・分類④・分類⑤では、交通事業者と海外カードイシュア間にて、
ポストペイ交通 IC カード発行に関して事前に、交通事業者からポストペイ交通
IC カード利用の売上があがってきた際に、利用者への請求対応を行うことの合
意を行っている。なお、事前の協議によって、本人の信用確認、チャージバック
の扱いについて明記しておく必要がある。 
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３．２．４ サービスモデルのメリット／デメリット 
 各サービスモデルのメリット／デメリットを、利用者、交通事業者、海外カー
ドイシュアそれぞれの立場でまとめると以下のようになる。 
 
表 3-5 サービスモデルのメリット／デメリット 

分類 関係者 メリット デメリット 
利用者 • クレジットカードの利用額に制

限を与えない 
• 特になし 

交通事業者 • システム改修の対象範囲が比較
的少ない 

• チャージバック対象のリスクが大きい 

① 

海外カード
イシュア 

• システム改修の対象範囲が比較
的少ない 

• ポストペイ交通 ICカード利用額分のリ
スクを追加で負わなければならない 

利用者 • 特になし • クレジットカードの限度額が使ってもい
ないのに下がってしまう 

交通事業者 • 特になし • 枠の確保及び取り下げ処理が運用的に困
難 

• チャージバック対象のリスクが大きい 

② 

海外カード
イシュア 

• ポストペイ交通 ICカード利用額
分はクレジットカードの限度額
の範囲内であるため、リスクが少
ない 

• 枠の確保及び取り下げ処理が運用的に困
難 

• 売上があがってこない際の枠の返上処理
がシステム的にも運用的にも非常に困難

利用者 • クレジットカードの利用額に制
限を与えない 

• 交通事業者と事前に合意した海外カード
イシュアのクレジットカードしかサービ
スを受けられない 

交通事業者 • チャージバック対象のリスクが
少ない 

• 海外カードイシュアと事前合意が必要 
• 総合与信の仕組みがシステム的にも運用
的にも非常に困難 

③ 

海外カード
イシュア 

• 特になし • 総合与信の仕組みの構築にコストが大き
くかかる 

利用者 • クレジットカードの利用額に制
限を与えない 

• 交通事業者と事前に合意した海外カード
イシュアのクレジットカードしかサービ
スを受けられない 

交通事業者 • チャージバック対象のリスクが
少ない 

• 海外カードイシュアと事前合意が必要 

④ 

海外カード
イシュア 

• 特になし • ポストペイ交通 ICカード利用額分のリ
スクを追加で負わなければならない 

利用者 • 特になし • 交通事業者と事前に合意した海外カード
イシュアのクレジットカードしかサービ
スを受けられない 

• クレジットカードの限度額が使ってもい
ないのに下がってしまう 

交通事業者 • チャージバック対象のリスクが
少ない 

• 枠の確保及び取り下げ処理が運用的に困
難 

• 海外カードイシュアと事前合意が必要 

⑤ 

海外カード
イシュア 

• ポストペイ交通 ICカードの利用
額分はクレジットカードの限度
額の範囲内であるためリスクが
少ない 

• 枠の確保及び取り下げ処理が運用的に困
難 

• 売上があがってこない際の枠の返上処理
がシステム的にも運用的にも非常に困難
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利用者の視点からは、分類①はクレジットカードの利用額に制限を与えること

がないというメリットがあり、また特にデメリットは見当たらない。しかしなが
ら、サービス提供者となる交通事業者は、リスク面でチャージバックの対象とな
るリスクが大きく、また海外カードイシュアは事前の合意もないまま、ポストペ
イ交通 IC カード利用分のリスクを追加で負う可能性があるなど、事業者の視点
からのデメリットがある。 
 また、分類③・分類④・分類⑤については、交通事業者が事前に合意を行って
いる海外カードイシュアのクレジットカード保有者を対象としているため、サー
ビス提供を受ける利用者は限定されてしまう。分類②・分類⑤については、ポス
トペイ交通 IC カード発行時に一定額の枠をクレジットカードから確保するため
に、クレジットカードを利用していないのに利用限度額が下がってしまうことが
あげられる。 
 
 交通事業者の視点からは、分類③・分類④・分類⑤は、事前に海外カードイシ
ュアと協議を行っているために、サービス提供を行う上で発生するリスクを抑え
るというメリットがある。その反面、利用者を限定してしまうことになる。 
 
 海外カードイシュアの視点からは、分類①・分類④では、ポストペイ交通 IC
カード利用分のリスクを追加で負うデメリットがある。また、運用面・システム
改修にかかるコスト面において負担感があるため、費用対効果を考慮に入れた検
討が今後必要となる。 
 
 このように、各サービスモデルについて、関係者ごとにメリット／デメリット
があるため、利用者の利便性や導入による効果を視野に入れて、どのサービスモ
デルが適当であるか検討する必要がある。 
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（参考） サービスモデルの詳細 
 ３．２．１で分類した各サービスモデルについて、全体像/「ポストペイ交通
IC カード発行時」におけるフロー/「ポストペイ交通ＩＣカード利用時」におけ
るフロー/「請求時」におけるフローを示す。 
 
表 3-6 サービスモデル詳細まとめ方 

詳細の整理 内容 
全体像 各サービスモデルの全体像を示し、その特徴につい

てまとめる 
「ポストペイ交通 IC カード
発行時」におけるフロー 

ポストペイ交通 IC カード発行時における各関係者
間のフローについてまとめる 

「ポストペイ交通 IC カード
利用時」におけるフロー 

ポストペイ交通 IC カード利用時における各関係者
間のフローについてまとめる 

「請求時」におけるフロー ポストペイ交通 IC カード利用分の請求時における
各関係者間のフローについてまとめる 
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（１）分類①のサービスモデル詳細 
＜全体像＞ 
 分類①の全体像を、図 3-1に示す。 
 

カード発行前

カード発行後

限度額：50万円

限度額：50万円

利用時

使用：30万円

交通：1万円

物販：3万円

限度額：20万円

限度額：16万円

（20－4＝16）

限度額：20万円

（50－30＝20）

（１．カード発行）

申込み

（５．カード発行）

カード発行

（発行主体は

交通事業者）

（３．カード発行）

登録依頼
・クレジットカード情報

・ポストペイ交通ＩＣカードID

（４．カード発行）

登録

国際ブランドカード
会社の利用加盟店
となることが必要

（0．カード発行）

利用加盟店契約

審査は、クレジット
カードが可能かの
みをチェック

（２．カード発行）

発行審査

（請求）

請求

カードイシュアは、
ポストペイ交通ＩＣ
カード利用金額分
のリスクを負う

（請求）

月締め時

請求 提携カードとして発行

カードイシュアのリ
スクがポストペイ
交通ＩＣカードの利
用額分増える

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

ポストペイ交
通ＩＣカード

ポストペイ交
通ＩＣカード

 
図 3-1 分類①の全体像 

 
 分類①は、海外からの旅行者に、広くポストペイ交通 IC カードの即時発行サ
ービスを受け入れられる考え方のもと、海外カードイシュア発行のクレジットカ
ードの利用限度額に制限されないポストペイ交通 IC カードを発行する方法であ
る。 
 
 分類①の主な特徴は次の通りである。 
 

1. 交通事業者は、国際ブランドカードの利用加盟店になることが必要であ
る。 

2. ポストペイ交通 IC カードの利用金額は、クレジットカードの利用金額
に制限されない。 

3. ポストペイ交通 IC カードの発行審査は、クレジットカードが使用可能
かどうかのチェック（有効性チェック）で行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード発行時＞ 
 分類①のポストペイ交通 IC カード発行時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-2に示す。 
 

０．利用加盟店契約

１．申込み

５．カード発行

２．発行審査

３．登録依頼

係員経由にて・利
用者保有のクレジ
ットカードが使用可
能かをチェック

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

４．登録

申込みに必要な情
報は、紛失時、カー
ド返却時、請求時
などに本人確認が
必要な情報

＜ポストペイ交通ＩＣカード発行時＞

 
図 3-2 分類①の「ポストペイ交通 ICカード発行時」における処理イメージ 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-7 分類①の「ポストペイ交通 ICカード発行時」における処理フロー 
処理フロー 内容 

０．利用加盟店契約 交通事業者は、国際ブランドカード会社と利用加盟店契約を結
び、利用加盟店となる。 

１．申込み 利用者は、交通事業者の窓口係員にポストペイ交通 IC カード
の申込みを行う。 

２．発行審査 交通事業者は、海外カードイシュアに、利用者が保有している
クレジットカードが利用可能かの有効性チェックを行う。 

３．登録依頼 交通事業者の窓口係員経由で、運用維持管理センタに対してポ
ストペイ交通 IC カードの登録依頼を行う。登録に必要な情報
は、“申込み情報”及び“ポストペイ交通 IC カード ID”が考えら
れる。 

４．登録 運用維持管理センタにて、3の“申込み情報”と“ポストペイ交通
ICカード”の紐付けを行い、登録を行う。 

５．カード発行 4 で登録が完了し、ポストペイ交通 IC カードが発行されて利
用者に手渡される。 
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 主な特徴は次の通りである。 
1. 国際ブランドカード会社発行のクレジットカード保有者が、ポストペイ
交通 ICカード発行の対象者となる。 

2. 発行審査は、利用者保有のクレジットカードが利用可能かのチェックを
行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード利用時＞ 
 分類①のポストペイ交通 IC カード利用時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-3に示す。 
 

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

０．ネガ情報

１．利用

＜ポストペイ交通ＩＣカード利用時＞

２．与信チェック

０．利用加盟店契約

 
図 3-3 分類①の「ポストペイ交通 ICカード利用時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-8 分類①の「ポストペイ交通 ICカード利用時」における処理フロー 
処理フロー 内容 

０．利用加盟店契約 交通事業者は、国際ブランドカード会社と利用加盟店契約を結
び、利用加盟店となる。 

０．ネガ情報 運用維持管理センタ経由にて、クレジットカード及びポストペ
イ交通 IC カードのネガ情報が交通事業者にて適宜更新され
る。 

１．利用 利用者は、交通もしくは物販にてポストペイ交通 IC カードを
利用する。 

２．与信チェック 運用維持管理センタにて、ポストペイ交通 IC カードの与信チ
ェックを行い、利用状況の管理を行う。 

 
 主な特徴は次の通りである。 

1. ポストペイ交通 IC カードの利用額は、クレジットカードの利用額に何
ら影響を与えない。 
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＜請求時＞ 
 分類①の請求時における、関係者間の処理イメージを、図 3-4に示す。 
 

５．代金請求

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

＜請求時＞

１．売上データ作成

２．売上データ

送信

６．代金返済

４．請求明細作成

３．立替分

の支払い

ポストペイ交通Ｉ
Ｃカードの利用
分を合わせて請
求する

ポストペイ交通Ｉ
Ｃカードの利用
分のリスクが増
える

 
図 3-4 分類①の「請求時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 

表 3-9 分類①の「請求時」における処理フロー 
処理フロー 内容 

１．売上データ作成 運用管理維持センタは、月締めなどのタイミングにて、ポスト
ペイ交通 IC カード利用状況を考慮した売上データを作成す
る。 

２．売上データ送信 運用維持管理センタ経由にて、海外カードイシュアに売上デー
タを送信する。 

３．立替分の支払い 海外カードイシュアは、利用加盟店契約に基づき、交通事業者
に立替分の支払いを行う。 

４．請求明細作成 海外カードイシュアは、月締めなどのタイミングにて、ポスト
ペイ交通 IC カードとクレジットカード利用分を合わせた請求
明細を作成する。 

５．代金請求 海外カードイシュアは、クレジットカードの利用会員（利用者）
に、利用分の代金請求を行う。 

６．代金返済 クレジットカードの利用会員（利用者）は、海外カードイシュ
アに利用金額を支払い、代金の返済を行う。 

 
 主な特徴は次の通りである。 

1. 海外カードイシュアのリスクは、ポストペイ交通 IC カードの利用額分
増える。 
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（２）分類②のサービスモデル詳細 
＜全体像＞ 
 分類②の全体像を、図 3-5に示す。 
 

カード発行前

カード発行後

限度額：50万円

限度額：30万円

(50ー20＝30)

利用時

使用：30万円

交通：1万円

物販：3万円

限度額：20万円

限度額：16万円

（20－4＝16）

限度額：0万円

（30－30＝0）

（１．カード発行）

申込み

（５．カード発行）

カード発行

（発行主体は

交通事業者）

（３．カード発行）

登録依頼
・クレジットカード情報

・ポストペイ交通ＩＣカードID

（４．カード発行）

登録

（0．カード発行）

利用加盟店契約

（２．カード発行）

発行審査

（請求）

請求

（請求）

月締め時

請求 一定額の枠を確保

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

（３．カード発行）

枠の確保

審査は、クレジット
カードから一定額の
枠を確保できるか
のチェック

枠の確保及
び取り下げ
処理が必要

ポストペイ交
通ＩＣカード

ポストペイ交
通ＩＣカード

 
図 3-5 分類②の全体像 

 
 分類②は、海外からの旅行者に、広くポストペイ交通 IC カードの即時発行サ
ービスを受け入れられる考え方のもと、海外カードイシュア発行のクレジットカ
ードから予め一定額の枠を取ったポストペイ交通 IC カードを発行する方法であ
る。 
 
 分類②の主な特徴は次の通りである。 
 

1. 交通事業者は、国際ブランドカードの利用加盟店になることが必要であ
る。 

2. クレジットカードの利用限度額が、使っていないのにポストペイ交通
ICカードの利用限度額分下がる。 

3. ポストペイ交通 IC カードの発行審査は、クレジットカードから一定額
の枠を確保できるかのチェックを行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード発行時＞ 
 分類②のポストペイ交通 IC カード発行時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-6に示す。 
 

０．利用加盟店契約

１．申込み

６．カード発行

２．発行審査

４．登録依頼

係員経由にて・利
用者保有のクレジ
ットカードから一定
額の枠を確保でき
るかをチェック

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

５．登録

申込みに必要な情
報は、紛失時、カー
ド返却時、請求時
などに本人確認が
必要な情報

＜ポストペイ交通ＩＣカード発行時＞

３．枠の確保

 
図 3-6 分類②の「ポストペイ交通 ICカード発行時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-10 分類②の「ポストペイ交通 ICカード発行時」における処理フロー 

処理フロー 内容 
０．利用加盟店契約 交通事業者は、国際ブランドカード会社と利用加盟店契約を結

び、利用加盟店となる。 
１．申込み 利用者は、交通事業者の窓口係員にポストペイ交通 IC カード

の申込みを行う。 
２．発行審査 交通事業者は、海外カードイシュアに、利用者が保有している

クレジットカードから一定額の枠を確保できるかチェックを
行う。 

３．枠の確保 クレジットカードから、ポストペイ交通 IC カードの利用限度
額分の枠を確保する。 

４．登録依頼 交通事業者の窓口係員経由で、運用維持管理センタに対してポ
ストペイ交通 IC カードの登録依頼を行う。登録に必要な情報
は、“申込み情報”及び“ポストペイ交通 IC カード ID”が考えら
れる。 

５．登録 運用維持管理センタにて、4の“申込み情報”と“ポストペイ交通
ＩＣカード”の紐付けを行い、登録を行う。 

６．カード発行 5 で登録が完了し、ポストペイ交通 IC カードが発行されて利
用者に手渡される。 
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 主な特徴は次の通りである。 
1. 国際ブランドカード会社発行のクレジットカード保有者が、ポストペイ
交通 ICカード発行の対象者となる。 

2. 発行審査は、利用者保有のクレジットカードから一定額の枠を確保でき
るかのチェックを行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード利用時＞ 
 分類②のポストペイ交通 IC カード利用時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-7に示す。 
 

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

０．ネガ情報

１．利用

＜ポストペイ交通ＩＣカード利用時＞

２．与信チェック

０．利用加盟店契約

 
図 3-7 分類②の「ポストペイ交通 ICカード利用時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-11 分類②の「ポストペイ交通 ICカード利用時」における処理フロー 

処理フロー 内容 
０．利用加盟店契約 交通事業者は、国際ブランドカード会社と利用加盟店契約を結

び、利用加盟店となる。 
０．ネガ情報 運用維持管理センタ経由にて、クレジットカード及びポストペ

イ交通 IC カードのネガ情報が交通事業者にて適宜更新され
る。 

１．利用 利用者は、交通もしくは物販にてポストペイ交通 IC カードを
利用する。 

２．与信チェック 運用維持管理センタにて、ポストペイ交通 IC カードの与信チ
ェックを行い、利用状況の管理を行う。 

 
 主な特徴は次の通りである。 

1. ポストペイ交通 IC カードの利用額は、クレジットカードの利用額に何
ら影響を与えない。 
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＜請求時＞ 
 分類②の請求時における、関係者間の処理イメージを、図 3-8に示す。 
 

７．代金請求

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

＜請求時＞

１．売上データ作成

２．枠の取り下げ処理

８．代金返済

５．枠の返上処理

６．請求明細作成
ポストペイ交通Ｉ
Ｃカードの利用
分を合わせて請
求する

ポストペイ交通Ｉ
Ｃカードの利用
分のリスクが増
える

４．立替分

の支払い

３．売上データ

送信

 
図 3-8 分類②の「請求時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 

表 3-12 分類②の「請求時」における処理フロー 
処理フロー 内容 

１．売上データ作成 運用管理維持センタは、月締めなどのタイミングにて、ポスト
ペイ交通 IC カード利用状況を考慮した売上データを作成す
る。 

２．枠の取り下げ処
理 

運用維持管理センタは、予め確保した一定額の枠から、実際に
利用した分を除いた枠の取り下げ処理を行う。 

３．売上データ送信 運用維持管理センタ経由にて、海外カードイシュアに売上デー
タを送信する。 

４．立替分の支払い 海外カードイシュアは、利用加盟店契約に基づき、交通事業者
に立替分の支払いを行う。 

５．枠の返上処理 海外カードイシュアは、ポストペイ交通 IC カードでの実際の
利用額を除いた枠の返上処理を行う。 

６．請求明細作成 海外カードイシュアは、月締めなどのタイミングにて、ポスト
ペイ交通 IC カードとクレジットカード利用分を合わせた請求
明細を作成する。 

７．代金請求 海外カードイシュアは、クレジットカードの利用会員（利用者）
に、利用分の代金請求を行う。 

８．代金返済 クレジットカードの利用会員（利用者）は、海外カードイシュ
アに利用金額を支払い、代金の返済を行う。 
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 主な特徴は次の通りである。 
1. 交通事業者は、枠の取り下げ処理を行うことが必要である。 
2. 海外カードイシュアは、枠の返上処理を行うことが必要である。 
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（３）分類③のサービスモデル詳細 
＜全体像＞ 
 分類③の全体像を、図 3-9に示す。 
 

カード発行前

カード発行後

限度額：50万円

限度額：50万円

（合算）

利用時

使用：30万円

交通：1万円

物販：3万円

限度額：16万円

（50－30ー4＝16）

（１．カード発行）

申込み

（５．カード発行）

カード発行

（発行主体は

交通事業者

及び

海外カードイシュア）

（３．カード発行）

登録依頼
・クレジットカード情報

・ポストペイ交通ＩＣカードID

（４．カード発行）

登録

（0．カード発行）

事前協議

（２．カード発行）

発行審査

（請求）

請求

（利用）

総合与信

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

総合与信

審査は、クレジット
カードが可能かの
みをチェック

クレジットカードと
ポストペイ交通ＩＣ
カードの利用額を
合算で管理

ポストペイ交
通ＩＣカード

ポストペイ交
通ＩＣカード

 
図 3-9 分類③の全体像 

 
 
 分類③は、事前にポストペイ交通 IC カード発行に関して協議を行った海外カ
ードイシュアのクレジットカード保有者に限定する考え方のもと、海外カードイ
シュア発行のクレジットカードと総合与信をするポストペイ交通 IC カードを発
行する方法である。 
 
 分類③の主な特徴は次の通りである。 
 

1. 交通事業者は、海外カードイシュアと事前にポストペイ交通 IC カード
の発行に関して協議を行うことが必要である。 

2. ポストペイ交通 IC カードの利用は、クレジットカードとの総合与信で
行う。 

3. ポストペイ交通 IC カードの発行審査は、クレジットカードが使用可能
かどうかのチェック（有効性チェック）で行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード発行時＞ 
 分類③のポストペイ交通 IC カード発行時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-10に示す。 
 

０．事前協議１．申込み

５．カード発行

２．発行審査

３．登録依頼

係員経由にて・利
用者保有のクレジ
ットカードから一定
額の枠を確保でき
るかをチェック

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

４．登録

申込みに必要な情
報は、紛失時、カー
ド返却時、請求時
などに本人確認が
必要な情報

＜ポストペイ交通ＩＣカード発行時＞

 
図 3-10 分類③の「ポストペイ交通 ICカード発行時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-13 分類③の「ポストペイ交通 ICカード発行時」における処理フロー 

処理フロー 内容 
０．事前協議 交通事業者は、事前に海外カードイシュアとポストペイ交通

ICカード発行に関する協議を行う。 
１．申込み 利用者は、交通事業者の窓口係員にポストペイ交通 IC カード

の申込みを行う。 
２．発行審査 交通事業者は、海外カードイシュアに、利用者が保有している

クレジットカードが利用可能かの有効性チェックを行う。 
３．登録依頼 交通事業者の窓口係員経由で、運用維持管理センタに対してポ

ストペイ交通 IC カードの登録依頼を行う。登録に必要な情報
は、“申込み情報”及び“ポストペイ交通 IC カード ID”が考えら
れる。 

４．登録 運用維持管理センタにて、3の“申込み情報”と“ポストペイ交通
ICカード”の紐付けを行い、登録を行う。 

５．カード発行 4 で登録が完了し、ポストペイ交通 IC カードが発行されて利
用者に手渡される。 
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 主な特徴は次の通りである。 
1. 交通事業者と発行に関する協議を行った海外カードイシュアのクレジ
ットカード保有者のみが、ポストペイ交通 IC カード発行の対象者とな
る。 

2. 発行審査は、利用者保有のクレジットカードが利用可能かのチェックを
行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード利用時＞ 
 分類③のポストペイ交通 IC カード利用時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-11に示す。 
 

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

０．ネガ情報

１．利用

０．有効性データ

の交換

＜ポストペイ交通ＩＣカード利用時＞

２．与信チェック

３．総合与信

 
図 3-11 分類③の「ポストペイ交通ＩＣカード利用時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-14 分類③の「ポストペイ交通ＩＣカード利用時」における処理フロー 

処理フロー 内容 
０．ネガ情報 運用維持管理センタ経由にて、クレジットカード及びポストペ

イ交通 IC カードのネガ情報が交通事業者にて適宜更新され
る。 

０．有効性データの
交換 

ポストペイ交通 IC カードとクレジットカードの有効性データ
を交換し、チェックする。 

１．利用 利用者は、交通もしくは物販にてポストペイ交通 IC カードを
利用する。 

２．与信チェック 運用維持管理センタにて、ポストペイ交通 IC カードの与信チ
ェックを行い、利用状況の管理を行う。 

３．総合与信 運用維持管理センタと海外カードイシュア間にて、ポストペイ
交通 ICカードとクレジットカードの利用状況を管理する。 

 
 主な特徴は次の通りである。 

1. ポストペイ交通 IC カードの利用額は、クレジットカードの利用額に影
響を与える。 
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＜請求時＞ 
 分類③の請求時における、関係者間の処理イメージを、図 3-12に示す。 
 

７．代金請求

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

＜請求時＞

２．売上データ

送信

８．代金返済

５．売上データ取り込み

６．請求明細作成

３．債権
譲渡

ポストペイ交通Ｉ
Ｃカードの利用
分を合わせて請
求する

４．立替分
の支払い

１．売上データ作成

 
図 3-12 分類③の「請求時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 

表 3-15 分類③の「請求時」における処理フロー 
処理フロー 内容 

１．売上データ作成 運用管理維持センタは、月締めなどのタイミングにて、ポスト
ペイ交通 IC カード利用状況を考慮した売上データを作成す
る。 

２．売上データ送信 運用維持管理センタ経由にて、海外カードイシュアに売上デー
タを送信する。 

３．債権譲渡 ポストペイ交通 IC カード利用分の債権を、交通事業者から海
外カードイシュアに譲渡する。 

４．立替分の支払い 海外カードイシュアは、事前協議に基づき、交通事業者に立替
分の支払いを行う。 

５．売上データ取り
込み 

海外カードイシュアは、ポストペイ交通 IC カードの売上デー
タの取り込み処理を行う。 

６．請求明細作成 海外カードイシュアは、月締めなどのタイミングにて、ポスト
ペイ交通 IC カードとクレジットカード利用分を合わせた請求
明細を作成する。 

７．代金請求 海外カードイシュアは、クレジットカードの利用会員（利用者）
に、利用分の代金請求を行う。 

８．代金返済 クレジットカードの利用会員（利用者）は、海外カードイシュ
アに利用金額を支払い、代金の返済を行う。 
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 主な特徴は次の通りである。 
1. 交通事業者は、事前協議に基づき債権を海外カードイシュアに譲渡する。 
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（４）分類④のサービスモデル詳細 
＜全体像＞ 
 分類④の全体像を、図 3-13に示す。 
 

カード発行前

カード発行後

限度額：50万円

限度額：50万円

利用時

使用：30万円

交通：1万円

物販：3万円

限度額：20万円

限度額：16万円

（20－4＝16）

限度額：20万円

（50－30＝20）

（１．カード発行）

申込み

（５．カード発行）

カード発行

（発行主体は

交通事業者）

（３．カード発行）

登録依頼
・クレジットカード情報

・ポストペイ交通ＩＣカードID

（４．カード発行）

登録

審査は、クレジット
カードが可能かの
みをチェック

（２．カード発行）

発行審査

（請求）

請求

カードイシュアは、
ポストペイ交通ＩＣ
カード利用金額分
のリスクを負う

（請求）

月締め時

請求 提携カードとして発行

カードイシュアのリ
スクがポストペイ
交通ＩＣカードの利
用額分増える

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア
（0．カード発行）

事前協議

ポストペイ交
通ＩＣカード

ポストペイ交
通ＩＣカード

 
図 3-13 分類④の全体像 

 
 分類④は、事前にポストペイ交通 IC カード発行に関して協議を行った海外カ
ードイシュアのクレジットカード保有者に限定する考え方のもと、海外カードイ
シュア発行のクレジットカードとの提携ポストペイ交通 IC カードを発行する方
法である。 
 
 分類④の主な特徴は次の通りである。 
 

1. 交通事業者は、海外カードイシュアと事前にポストペイ交通 IC カード
の発行に関して協議を行うことが必要である。 

2. ポストペイ交通 IC カードの利用額は、クレジットカードの利用金額に
制限されない。 

3. ポストペイ交通 IC カードの発行審査は、クレジットカードが使用可能
かどうかのチェック（有効性チェック）で行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード発行時＞ 
 分類④のポストペイ交通 IC カード発行時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-14に示す。 
 

０．事前協議１．申込み

５．カード発行

２．発行審査

３．登録依頼

係員経由にて・利
用者保有のクレジ
ットカードから一定
額の枠を確保でき
るかをチェック

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

４．登録

申込みに必要な情
報は、紛失時、カー
ド返却時、請求時
などに本人確認が
必要な情報

＜ポストペイ交通ＩＣカード発行時＞

 
図 3-14 分類④の「ポストペイ交通 ICカード発行時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-16 分類④の「ポストペイ交通 ICカード発行時」における処理フロー 

処理フロー 内容 
０．事前協議 交通事業者は、事前に海外カードイシュアとポストペイ交通

ICカード発行に関する協議を行う。 
１．申込み 利用者は、交通事業者の窓口係員にポストペイ交通 IC カード

の申込みを行う。 
２．発行審査 交通事業者は、海外カードイシュアに、利用者が保有している

クレジットカードが利用可能かの有効性チェックを行う。 
３．登録依頼 交通事業者の窓口係員経由で、運用維持管理センタに対してポ

ストペイ交通 IC カードの登録依頼を行う。登録に必要な情報
は、“申込み情報”及び“ポストペイ交通 IC カード ID”が考えら
れる。 

４．登録 運用維持管理センタにて、3の“申込み情報”と“ポストペイ交通
ICカード”の紐付けを行い、登録を行う。 

５．カード発行 4 で登録が完了し、ポストペイ交通 IC カードが発行されて利
用者に手渡される。 
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 主な特徴は次の通りである。 
1. 交通事業者と事前にカード発行に関する協議を行った海外カードイシ
ュアのクレジットカード保有者のみが、ポストペイ交通 IC カード発行
の対象者となる。 

2. 発行審査は、利用者保有のクレジットカードが利用可能かのチェックを
行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード利用時＞ 
 分類④のポストペイ交通 IC カード利用時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-15に示す。 
 

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

０．ネガ情報

１．利用

＜ポストペイ交通ＩＣカード利用時＞

２．与信チェック

 
図 3-15 分類④の「ポストペイ交通 ICカード利用時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-17 分類④の「ポストペイ交通 ICカード利用時」における処理フロー 

処理フロー 内容 
０．ネガ情報 運用維持管理センタ経由にて、クレジットカード及びポストペ

イ交通 IC カードのネガ情報が交通事業者にて適宜更新され
る。 

１．利用 利用者は、交通もしくは物販にてポストペイ交通 IC カードを
利用する。 

２．与信チェック 運用維持管理センタにて、ポストペイ交通 IC カードの与信チ
ェックを行い、利用状況の管理を行う。 

 
 主な特徴は次の通りである。 

1. ポストペイ交通 IC カードの利用額は、クレジットカードの利用額に何
ら影響を与えない。 
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＜請求時＞ 
 分類④の請求時における、関係者間の処理イメージを、図 3-16に示す。 
 

７．代金請求

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

＜請求時＞

８．代金返済

５．売上データ取り込み

６．請求明細作成ポストペイ交通Ｉ
Ｃカードの利用
分を合わせて請
求する

２．売上データ

送信

３．債権
譲渡

４．立替分
の支払い

１．売上データ作成

 
図 3-16 分類④の「請求時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 

表 3-18 分類④の「請求時」における処理フロー 
処理フロー 内容 

１．売上データ作成 運用管理維持センタは、月締めなどのタイミングにて、ポスト
ペイ交通 IC カード利用状況を考慮した売上データを作成す
る。 

２．売上データ送信 運用維持管理センタ経由にて、海外カードイシュアに売上デー
タを送信する。 

３．債権譲渡 ポストペイ交通 IC カード利用分の債権を、交通事業者から海
外カードイシュアに譲渡する。 

４．立替分の支払い 海外カードイシュアは、事前協議に基づき、交通事業者に立替
分の支払いを行う。 

５．売上データ取り
込み 

海外カードイシュアは、ポストペイ交通 IC カードの売上デー
タの取り込み処理を行う。 

６．請求明細作成 海外カードイシュアは、月締めなどのタイミングにて、ポスト
ペイ交通 IC カードとクレジットカード利用分を合わせた請求
明細を作成する。 

７．代金請求 海外カードイシュアは、クレジットカードの利用会員（利用者）
に、利用分の代金請求を行う。 

８．代金返済 クレジットカードの利用会員（利用者）は、海外カードイシュ
アに利用金額を支払い、代金の返済を行う。 
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 主な特徴は次の通りである。 
1. 交通事業者は、事前協議に基づき債権を海外カードイシュアに譲渡する。 
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（５）分類⑤のサービスモデル詳細 
＜全体像＞ 
 分類⑤の全体像を、図 3-17に示す。 
 

カード発行前

カード発行後

限度額：50万円

限度額：30万円

(50ー20＝30)

利用時

使用：30万円

交通：1万円

物販：3万円

限度額：20万円

限度額：16万円

（20－4＝16）

限度額：0万円

（30－30＝0）

（１．カード発行）

申込み

（５．カード発行）

カード発行

（発行主体は

交通事業者）

（３．カード発行）

登録依頼
・クレジットカード情報

・ポストペイ交通ＩＣカードID

（４．カード発行）

登録

（２．カード発行）

発行審査

（請求）

請求

（請求）

月締め時

請求 一定額の枠を確保

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

（３．カード発行）

枠の確保

審査は、クレジット
カードから一定額の
枠を確保できるか
のチェック

枠の確保及
び取り下げ
処理が必要

（0．カード発行）

事前協議

ポストペイ交
通ＩＣカード

ポストペイ交
通ＩＣカード

 
図 3-17 分類⑤の全体像 

 
 分類⑤は、事前にポストペイ交通 IC カード発行に関して協議を行った海外カ
ードイシュアのクレジットカード保有者に限定する考え方のもと、海外カードイ
シュア発行のクレジットカードから予め一定額の枠を取ったポストペイ交通 IC
カードを発行する方法である。 
 
 分類⑤の主な特徴は次の通りである。 
 

1. 交通事業者は、海外カードイシュアと事前にポストペイ交通 IC カード
の発行に関して協議を行うことが必要である。 

2. クレジットカードの利用限度額が、使っていないのにポストペイ交通
ICカードの利用限度額分下がる。 

3. ポストペイ交通 IC カードの発行審査は、クレジットカードから一定額
の枠を確保できるかのチェックを行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード発行時＞ 
 分類⑤のポストペイ交通 IC カード発行時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-18に示す。 
 
 

１．申込み

６．カード発行

２．発行審査

４．登録依頼

係員経由にて・利
用者保有のクレジッ
トカードから一定額
の枠を確保できるか
をチェック

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

５．登録

申込みに必要な情
報は、紛失時、カー
ド返却時、請求時
などに本人確認が
必要な情報

＜ポストペイ交通ＩＣカード発行時＞

３．枠の確保 ０．事前協議

 
図 3-18 分類⑤の「ポストペイ交通 ICカード発行時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-19 分類⑤の「ポストペイ交通 ICカード発行時」における処理フロー 

処理フロー 内容 
０．事前協議 交通事業者は、事前に海外カードイシュアとポストペイ交通

ICカード発行に関する協議を行う。 
１．申込み 利用者は、交通事業者の窓口係員にポストペイ交通 IC カード

の申込みを行う。 
２．発行審査 交通事業者は、海外カードイシュアに、利用者が保有している

クレジットカードが利用可能かの有効性チェックを行う。 
３．枠の確保 クレジットカードから、ポストペイ交通 IC カードの利用限度

額分の枠を確保する。 
４．登録依頼 交通事業者の窓口係員経由で、運用維持管理センタに対してポ

ストペイ交通 IC カードの登録依頼を行う。登録に必要な情報
は、“申込み情報”及び“ポストペイ交通 IC カード ID”が考えら
れる。 

５．登録 運用維持管理センタにて、4の“申込み情報”と“ポストペイ交通
ICカード”の紐付けを行い、登録を行う。 

６．カード発行 5 で登録が完了し、ポストペイ交通 IC カードが発行されて利
用者に手渡される。 
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 主な特徴は次の通りである。 
1. 交通事業者とカード発行に関する協議を行った海外カードイシュアの
クレジットカード保有者のみが、ポストペイ交通 IC カード発行の対象
者となる。 

2. 発行審査は、利用者保有のクレジットカードから一定額の枠を確保でき
るかのチェックを行う。 
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＜ポストペイ交通 ICカード利用時＞ 
 分類⑤のポストペイ交通 IC カード利用時における、関係者間の処理イメージ
を、図 3-19に示す。 
 

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

０．ネガ情報

１．利用

＜ポストペイ交通ＩＣカード利用時＞

２．与信チェック

 
図 3-19 分類⑤の「ポストペイ交通 ICカード利用時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 
 
表 3-20 分類⑤の「ポストペイ交通 ICカード利用時」における処理フロー 

処理フロー 内容 
０．ネガ情報 運用維持管理センタ経由にて、クレジットカード及びポストペ

イ交通 IC カードのネガ情報が交通事業者にて適宜更新され
る。 

１．利用 利用者は、交通もしくは物販にてポストペイ交通 IC カードを
利用する。 

２．与信チェック 運用維持管理センタにて、ポストペイ交通 IC カードの与信チ
ェックを行い、利用状況の管理を行う。 

 
 主な特徴は次の通りである。 

1. ポストペイ交通 IC カードの利用額は、クレジットカードの利用に何ら
影響を与えない。 
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＜請求時＞ 
 分類⑤の請求時における、関係者間の処理イメージを、図 3-20に示す。 

９．代金請求

利用者

運用維持管理センタ

海外カードイシュア

＜請求時＞

１．売上データ作成

２．枠の取り下げ処理

１０．代金返済

６．売上データ取り込み

７．枠の返上処理

８．請求明細作成

ポストペイ交通Ｉ
Ｃカードの利用
分を合わせて請
求する

ポストペイ交通Ｉ
Ｃカードの利用
分のリスクが増
える

３．売上データ

送信

４．債権
譲渡

５．立替分
の支払い

 
図 3-20 分類⑤の「請求時」におけるフロー 

 
 関係者間の処理フローを下表に示す。 

表 3-21 分類⑤の「請求時」における処理フロー 
処理フロー 内容 

１．売上データ作成 運用管理維持センタは、月締めなどのタイミングにてポストペ
イ交通 ICカード利用状況を考慮した売上データを作成する。

２．枠の取り下げ処
理 

運用維持管理センタは、予め確保した一定額の枠から、実際に
利用した分を除いた枠の取り下げ処理を行う。 

３．売上データ送信 運用維持管理センタ経由にて、海外カードイシュアに売上デー
タを送信する。 

４．債権譲渡 ポストペイ交通 IC カード利用分の債権を、交通事業者から海
外カードイシュアに譲渡する。 

５．立替分の支払い 海外カードイシュアは、事前協議に基づき、交通事業者に立替
分の支払いを行う。 

６．売上データ取り
込み 

海外カードイシュアは、ポストペイ交通 IC カードの売上デー
タの取り込み処理を行う。 

７．枠の返上処理 海外カードイシュアは、クレジットカードの利用会員（利用者）
に、利用分の代金請求を行う。 

８．請求明細作成 海外カードイシュアは、月締めなどのタイミングにて、ポスト
ペイ交通 IC カードとクレジットカード利用分を合わせた請求
明細を作成する。 

９．代金請求 海外カードイシュアは、クレジットカードの利用会員（利用者）
に、利用分の代金請求を行う。 

１０．代金返済 クレジットカードの利用会員（利用者）は、海外カードイシュ
アに利用金額を支払い、代金の返済を行う。 
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 主な特徴は次の通りである。 
1. 交通事業者は、枠の取り下げ処理を行うことが必要である。 
2. 海外カードイシュアは、枠の返上処理を行うことが必要である。 
3. 交通事業者は、事前協議に基づき債権を海外カードイシュアに譲渡する。 
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３．３ 制度面の検討 
 
本節では、サービスモデルについて、制度面からの検討を行う。 
本研究では、ポストペイ方式の交通 IC カードをクレジットカード等の決済手

段と紐付け、即時に発行する仕組みについて検討しているところであるが、その
構成要素は交通（乗車券）、ICカード、クレジットカードに大別することができ
る。 
この大別に従い関係法令は以下のように整理できる。 
 
① 鉄道の乗車券に関するもの：鉄道事業法、鉄道営業法 
② IC カードに関するもの：ポストペイ方式の場合は割賦販売法、プリペ
イド方式の場合は前払式証票の規制等に関する法律 

③ クレジットカードに関するもの：割賦販売法 
④ その他各構成要素に共通のもの：個人情報の保護に関する法律、特定商
取引に関する法律 

 
また、クレジットカードに関連するものとしては、金融機関等による顧客等の

本人確認等及び預金口座等の不正な利用の防止に関する法律、貸金業規制法等が
あるが、キャッシングサービスを行う場合にのみ該当することから以下では説明
を省略する。なお、主な該当条項と概要、サービスモデルに係る留意事項は表
3-21のとおりである。 
 
特に留意すべきは、ＩＣカードに関する一般的な規定はなく、プリペイド方式

の場合は前払式証票の規制等に関する法律が適用され、ポストペイ方式の場合は
支払の条件（2ヶ月以上の期間にわたり 3回以上に分割して支払い、又はリボル
ビング払い）により割賦販売法に該当する場合があるという点である。本研究に
おけるサービスモデルでは、例えばポストペイ交通 IC カード使用時に分割払い
またはリボ払いを選択できるようなサービスとするのであれば当該法律が適用
されることとなる。 
また、営業所等以外の場所の自動券売機で販売するなどの場合には営業所等以

外での売買契約として特定商取引に関する法律に規定する「訪問販売」（第２条
第１項）や、郵便等による申込の場合には「通信販売」（第 2 条第 2 項）に該当
することも想定されるとから実際のサービス開始時には担当省庁（経済産業省）
に改めて確認をする必要がある。 

 
また、割賦販売法は国内で発行されるクジットカードに適用されるものであり、

海外で発行されたものについては適用されない。したがってカードの発行主体が
国内の交通事業者となる場合には上記のように国内法の適用関係を検討するこ
とでよいが、交通事業者が海外カードイシュアとポストペイ交通 IC カードの発
行に関して事前に協議を行い、海外のカードイシュアも発行主体となる場合には、
当該カードイシュアが適用を受ける国の適用法令についても改めて調査する必
要がある。 
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表 3-21 関係法令と主な内容 

関係法令 主な内容 留意事項 
鉄道事業法 旅客の運賃及び料金の届出・認可（第 16条） 特になし 

乗車券を受けての乗車（第 15条） 
旅行中止時の運賃の払い戻し（第 16条） 
天災等で運行継続不可時の運賃の請求（第 17条）

鉄道営業法 

係員による乗車券の検査等（第 18条） 

特になし 

割賦販売の定義（第 2条） 
割賦販売条件の表示（第 3条） 
割賦販売あっせん業者の取引条件の表示（第 30
条） 

割賦販売法 

書面の交付（第 30条の 2、第 4条） 

ポストペイ方式の IC カ
ードやクレジットカード
で、2 ヶ月以上かつ 3 回
以上に渡る支払い、リボ
ルビング払いの場合に該
当 

前払式証票の定義（第 2条） 
前払式証票の表示事項（第 12条） 

前払式証票
の規制等に
関する法律 発行保証金の供託（第 13条） 

プリペイドの場合に該当

個人情報及び個人情報取扱業者の定義（第 2条）
利用目的の特定（第 15条） 
利用目的による制限（第 16条） 

個人情報の
保護に関す
る法律 

取得に際しての利用目的の通知等（第 18条） 

氏名、生年月日、クレジ
ットカード番号などの個
人を特定できる情報を管
理する場合に該当 

特定商取引の定義（第 2条） 
訪問販売における氏名等の明示（第 3条） 
訪問販売における書面の交付（第 4条、第 5条）
通信販売についての広告（第 11条） 

特定商取引
に関する法
律 

通信販売の承諾等の通知（第 13条） 

営業所等以外の場所の自
動券売機で販売するなど
の場合には訪問販売、郵
便等による申し込みの場
合には通信販売に該当 

 
 
 
 



 

 

 

 

 

第 ４ 章 

類似事例 
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第４章 類似事例 
 本章では、ポストペイ交通 ICカードの即時発行の仕組みを検討するにあたり、
実現を目指すサービスと類似している事例の検討を行った。類似事例の抽出にあ
たっては、本研究のキーワードとなる「即時発行」、「クレジットカード紐付け」
の観点により洗い出しを行い、実際にサービスの提供者へのヒアリングを通じて、
サービスの詳細を調査した。 

 
 
４．１ 類似事例の抽出 
 
４．１．１ 類似事例抽出の観点 

 本研究におけるサービスの検討を進めていく中で参考となる事例を、下記にあ
げる観点により抽出した。 
 
 表 4-1 類似事例抽出における観点 

観点 内容 
即時発行 利用者がサービスの申込みを行った際、即時にサー

ビスを利用するカードが発行されること 
クレジットカード紐付
け 

サービスを利用する際のカードは、決済手段の一つ
であるクレジットカードと紐付いたカードであるこ
と 

 
 

４．１．２ 類似事例一覧 
 ４．１．１で述べた観点により、抽出した事例についてまとめる。事例は、 
• 観点 
• サービス名 
• 実施場所 
• 開始時期 
• サービス規模 
• 支払い方法 
• サービス概要 
について整理した。 
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表 4-2 類似事例一覧 
項
番 

観
点 

サービス
名 

開始時
期 

サービ
ス規模 

支払い
方法 

サービス概要 

① 即
時
発
行 

ETC カー
ド即時自
動発行サ
ービス 

2005
年 6月 

約 3万枚
(2005 年
12 月上
旬) 

ク レ ジ
ッ ト カ
ード 

オートバックス主要店舗にて ETC カー
ドをその場で受け取るサービス。 
クレジットカード会社（UCカード、CF、
NICOS、オリコ）のクレジットカード
所有者は、自動発行端末を操作してカー
ドを申し込み、約 3分で受け取ることが
可能。 

② iD 2005
年 12
月 1日 

約 2 万
枚、1 万
5千店舗
(2006 年
1 月 中
旬) 

お サ ー
フ ケ ー
タ イ
(NTT ド
コモ) 

NTT ドコモと三井住友 VISA カードが
展開する、NTT ドコモのおサイフケー
タイを使た新決済サービス。 
“iD”マークのあるお店で、iD アプリを
起動した携帯電話を読み取り機にかざ
し、必要に応じて暗証番号を入力し、お
客様控えを受け取って終了。 

③ QUICPay 2005
年 4 月
4日 

約 2 万
枚、3 千
店舗 
(2006 年
1 月 下
旬) 

カ ー ド
単体、ク
レ ジ ッ
ト カ ー
ド 一 体
カード、
お サ イ
フ ケ ー
タイ 

JCBが 2005年 4月 4日より開始した新
決済サービスで、「Quick&Useful IC 
Payment」の略。 
事前に電子バリュー等のチャージを行
う必要がなく、ポストペイ(後払い)方式
でスピーディなクレジット決済を行う
ことができるサービス。 

④ V バリュ
ー 

2005
年 2月 

- ク レ ジ
ッ ト カ
ード 

三井住友 VISA カードが開発した、学
内・社内等の小額利用分をキャッスレス
かつスピーディに決済できるスキーム
で ICカードを活用した多彩な機能の一
つとして非常に低コストで導入が可能
な IC小額決済システム。 

⑤ 銀行との
提 携
Suica カ
ード 

2005
年度よ
り順次 

- ク レ ジ
ッ ト カ
ード、 
Suica 

銀行のキャッシュカードと JR東日本の
ビュー・スイカカードの機能を一体化し
た新しいカード。 
さらに、国際クレジットブランドも一体
化。 

⑥ 

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
紐
付
け 

提 携
PiTaPa
カード 

2004
年 
7 月 16
日 

229,247
枚 
(2006 年
3月 6日)

ク レ ジ
ッ ト カ
ー ド 、
PiTaPa 

PiTaPa カードとクレジットカードが一
体となった提携カード。 
詳細は、参考資料「PiTaPa の状況」参
照のこと。 

⑦ そ
の
他 

クレジッ
トカード
払い 

-  ク レ ジ
ッ ト カ
ード 

携帯電話の利用料金やガス・電気などの
公共料金を、クレジットカード会社がク
レジット会員から集金（口座振替）し、
集金した代金を一括して該当会社へ振
り込むサービス。 

 



－83－ 

 抽出した類似事例の中で、下記の事例については、４．２で詳細に記載する。 
① ETCカード即時自動発行サービス 
② iD 
③ QUICPay 
④ Vバリュー 
⑤ 銀行との提携 Suicaカード 

 
 

４．１．３ 本研究におけるサービスとの類似性 
 第３章で検討したサービスモデルと４．１．２であげた事例との類似性につい
て、下記にまとめる。 
 
表 4-3 本研究におけるサービスモデルと事例の類似性 
分類 類似事例 類似性 

①クレジット
カードの利用
限度額に制限
されない 

• クレジット
カード払い 

サービス提供者は、利用者への請求元となるクレジ
ットカード会社に、サービスの利用料金の請求をす
ることになる。クレジットカード会社は、そのサー
ビスの利用料金分についての与信を行うことはでき
ないため、クレジットカード会社はサービスの利用
金額分のリスクを負わなければならない点が類似し
ている。 

②クレジット
カードから予
め一定額の枠
をとる 

見当たらない - 

③クレジット
カードと総合
与信する 

• ETC カード
即時自動発
行サービス 
（紐付け、即
時発行） 

• iD（紐付け）
• QUICPay 
（紐付け） 

クレジットカード会社自身が展開するサービスのた
め、サービスに利用するためのカードは、クレジッ
トカードの子カードの位置づけとなる。クレジット
カード会社は、そのカードの利用額分とあわせて与
信の管理を行うことが出来る点が類似している。 

④クレジット
カードと提携
し、利用限度額
に制限されな
い 

• 銀行との提
携 Suicaカー
ド 

• 提携 PiTaPa
カード 

利用者のメリットを考慮し、サービス提供者が展開
するサービスとクレジットカード会社が展開するク
レジット機能が 1 枚で利用することが出来るカード
である。そのため、クレジットカード会社はサービ
スの利用状況に、影響を受けることがない点が類似
している。 

⑤クレジット
カードと提携
し、予め一定額
の枠をとる 

• Vバリュー 
（紐付け） 

クレジットカード会社の利用額から一定の枠を確保
し、利用者はその枠内で自由に、サービスを利用す
ることになる。クレジットカードから確保した一定
額の利用額を超えてサービスを利用できない点が類
似している。 
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４．２ 類似事例の詳細 
 
４．２．１ ETC カード即時自動発行サービス 

（１）ETCカード即時自動発行サービスの概要 
① ETCカード即時自動発行サービスとは 
 株式会社オートバックスセブン、ユーシーカード株式会社（ＵＣカー
ド）、株式会社セントラルファイナンス（ＣＦ）、日本信販株式会社（Ｎ
ＩＣＯＳ）、株式会社オリエントコーポレーション（オリコ）、ハイウェ
イ・トール・システム株式会社、兼松株式会社、株式会社東芝の８社が
２００５年６月２７日より開始した ETC カードを専用の自動発行端末
で即時発行する日本初のサービスである。 
 ETCカードは、通常、申し込みから受け取りまで約１週間の期間が必
要となっているのが現状だが、本サービスでは申し込み後約３分間から
３０分間で ETCカードの発行が可能となる。 
 
  

 
図 4-1 自動発行端末 

株式会社東芝のプレスリリース
http://www.toshiba.co.jp/about/press/2005_06/pr_j1601.htm 

より引用） 
 

② ETCカード即時自動発行サービスの導入経緯 
 従来、ETCカードは申込みから受け取りまでには 1週間程度の期間を
要していたため、店舗で車載器を購入してもすぐに ETCを利用すること
ができない。そのため、店舗でそのことをはじめて知った顧客が、車載
器の購入を断念してしまうということがあった。ETCカード即時自動発
行サービスにより、車載器の販売機会損失を防ぐ効果を期待して導入に
至った。 
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③ ETCカード即時自動発行サービスの実現スキーム 
 ETCカード即時自動発行サービスは、下記の分担で実現するものであ
る。 

1. 株式会社オートバックスセブン： 
• グループ店舗への自動発行端末設置 

2. カード会社（UCカード、CF、NICOS、オリコ）： 
• ETCカードの発行 

3. ハイウェイ・トール・システム株式会社： 
• サービスの運営、自動発行端末の保守 

4. 兼松株式会社： 
• サービスの運営 

5. 株式会社東芝： 
• サービスの運営、自動発行端末の製造、ETC カード（ＩＣカ
ード)の製造、システムインテグレーション 

 
④ ETCカード即時自動発行サービスの実績 
 2005年 12月 1日現在、148店舗にてサービスを展開し、ETCカード
自動発行サービスを利用しての ETC カード発行数は約 3 万枚である。
2005年内中に 150店舗までの展開を予定している。 

 
（２）ETCカード即時自動発行サービスの利用方法 
① ETCカード即時自動発行サービスの利用可能なクレジットカード 
 ETC カード即時自動発行サービスの利用可能なクレジットカードは、
UCカード、UFJカード（UFJニコス）、CF（セントラルファイナンス）、
オリコ（オリエントコーポレーション）NICOS カード（UFJ ニコス）
の現在 5ブランドとなっている。 
 対象クレジットカード保有者は、自動発行端末により即時に ETCカー
ドが発行される。対象クレジットカードを保有していない場合、対象ク
レジットカードの申込みをその場で行い、入会審査を通過すれば、ETC
カードが発行される。 
 クレジットカードの取扱ブランドは下記の通りである。 
 
 

 
図 4-2 対象クレジットカード 
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② ETCカード発行の流れ 
1. 対象クレジットカードを保有している場合 

• 即時発行端末のカード読取口にクレジットカードを挿入し、抜
き取る。 

• ETCカード会員規約を画面にて確認し、「同意ボタン」を押下
する。 

• 画面の指示に従って必要事項（暗証番号、生年月日、電話番号
等）を入力し、「申込ボタン」を押下する。 

• カード発行口から ETCカードが発行される。 
 

2. 対象クレジットカードを保有していない場合 
• 店舗備え付けの専用入会申込書に必要事項を記入する。 
• 各カード会社へ FAXにて入会審査を行う。 
• 各カード会社より、必要に応じて申込者へ記載内容の確認連絡
を行う。 

• 審査終了後、各カード会社から受付番号が発行される。 
• 自動発行端末の画面の指示に従って必要事項及び案内された
受付番号を入力し、「ETCカードを受け取るボタン」を押下す
る。 

• カード発行口から ETCカードが発行される。 
 

（３）ETCカードの扱い 
① ETCカードについて 

1. ETC カード申込み資格：各クレジットカード会社の入会資格に
よる。 

2. ETC カード発行審査：各クレジットカード会社の発行審査によ
る。 

3. ETC カード利用料金の支払い方法：各クレジットカード会社規
定の支払い方法による。 

4. ETCカードの仕様：同一のカードデザイン。表面のカード番号、
会員名、有効期限などのユーザ情報と、裏面のカード会社名を全
て印刷にした、エンボス加工無しのカードである。 

 
 

（４）現状の課題 
 ETC カード即時自動発行サービスを展開している中での現状の課題は主
に以下の通りである。 
① 対象クレジットカード会社が少ない。 

1. ETC カード発行に書面による申込書の提出が必要なカード会社
もあり、対象となっていない大きな要因である。 

② ETCカードの親カードであるクレジットカードを同時に発行審査するク
レジットカード会社が少ない。 
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③ ETC カード即時自動発行サービスは、顧客自身で操作して ETC カード
を発行するものであるが、実際には店舗の接客担当者による説明を行う
ことが必要なことがあるため、接客に時間を要することがある。 

④ 画面操作遷移が統一されていない。 
1. クレジットカード会社ごとに審査内容が異なり、そのために入力
項目が異なる。 

⑤ 提携カードが沢山出まわっているが、提携発行の制限によっては、即時
発行対象ブランドが入っていても使えないカードがある。 

1. サービスの対象となる全てのカードを把握することは困難であ
り、サービスを利用できるかどうかは、自動発行端末にクレジッ
トカードを読み込ませないとわからない。 
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４．２．２ ｉＤ 
（１）「iD」の概要 
 株式会社 NTT ドコモと三井住友カード株式会社の戦略提携により確立した、
非接触 IC（FeliCa）搭載携帯電話「おサイフケータイ」を用いた新決済サービ
スである。“iD”マークのあるお店で、iDアプリを起動した携帯電話を読み取り機
にかざし、必要に応じて暗証番号を入力し、お客様控えを受け取って終了という
流れである。 

 

図 4-3 iDロゴマーク 
 

 「iD」の主な特徴は下記の通りである。 
① スピード決済・カードレス・サインレス 

1. 「iD」のカード情報を事前に登録した NTTドコモ「おサイフケ
ータイ」を「iD」加盟店の読み取り機にかざすだけで支払いは
完了する。 

2. カードのようにサインする必要なく、スピーディに決済を行う。 
（一定額を超えると暗証番号の入力が必要） 

 
② チャージレス・後払い 

1. 電子マネーのような事前チャージは不要である。 
2. 「iD」の利用代金は、事前に指定したクレジットカードと合算
して簡単に支払いが可能な「後払い方式」である。 

 
③ 充実したセキュリティ機能 

1. 万が一の紛失に備えて、あらかじめパスワード設定しておくこと
が可能である。 

2. 設定時は支払い前に「iD」アプリを起動しパスワードの入力が
必要となる。 

3. 「おサイフケータイ」の ICロック機能・遠隔ロック機能で不正
利用を防止することも可能である。 

4. 紛失してしまった場合は、カード会社にてサービス停止措置を実
施する。 

 



－89－ 

（２）「iD」申込～利用について（以下、「三井住友カード iD」を例に表記） 
 
① 「三井住友カード iD」申込～登録の流れ 

1. 既に三井住友カードが発行するクレジットカードを所有してい
る場合、ｉモード・パソコン・申込書等から「三井住友カード iD」
を申し込むことが可能である。クレジットカードを所有していな
い場合は、「iD」と同時にクレジットカードの申込みを行うこと
も可能である。 

2. 入会受付・審査後、「カード情報ご登録手続きのご案内」を会員
宛に送付する。 

3. 案内に従い、「おサイフケータイ」に「iD」アプリ・「三井住友
カード iD」アプリをダウンロードし、カード情報を登録する。 
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アプリダウンロード・カード情報登録のイメージは以下の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-4 アプリダウンロード・カード情報登録のイメージ（三井住友カード株式会社の
ホームページhttps://www.smbc-card.com/mem/addcard/id-credit_top.jspより引用） 
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② 「三井住友カード iD」利用の流れ 
iDの利用の流れは以下の通りである。 

図 4-5 「三井住友カード iD」利用の流れ 
（三井住友カード株式会社のホームページ

https://www.smbc-card.com/mem/addcard/id-credit_top.jspより引用） 
 

1. 「iD」加盟店にて、「iD」利用の旨を申し出る。 
2. 読み取り機に表示された金額を確認の上、携帯電話をかざす。特
定の条件での買物の際、暗証番号が必要な場合がある。その際は、
暗証番号入力用の端末に、「三井住友カード iD」用に設定した暗
証番号（4桁数字）を入力する。 

3. お客様控えを受け取って終了となる。 
 
③ 対象携帯電話（2005年 12月現在） 

NTTドコモの「おサイフケータイ」全機種にて利用可能。 
1. 902iシリーズ   D902i／F902i／N902i／P902i／SH902i  
2. 901iS シリーズ   D901iS／ F901iS／ N901iS／ P901iS／

SH901iS  
3. 901iCシリーズ  F901iC／N901iC／SH901iC  
4. 900iCシリーズ  F900iC  
5. 506iCシリーズ  P506iC／SH506iC／SO506iC  

  
④ 利用可能店舗 
旭屋書店・アトム・甘太郎・北海道・am/pm・エフワン・大江戸温泉物語・
隠れ野・カプセルイン大阪・カレッタ汐留・紀伊国屋書店・コジマ・コン
タクトレンズギャラリー・サイバーエリアコミュニケーションズ・シダッ
クス・上新電機・白木屋・第一興商・TSUTAYA・ティンパンアレイ・弐
萬圓堂・ハウステンボス・ビジョンメガネ・ビックカメラ・ファーストザ
ウェーブ・ヨドバシカメラ・45Digital Conび ni（写真屋さん 45）・リー
ガ中之島イン 
など随時拡大中。（一部店舗のみ実施先あり） 



－92－ 

４．２．３ QUICPay 
 

（１）QUICPayの概要 
① QUICPayとは 
 株式会社ジェーシービーが 2005 年 4 月 4 日より開始した新決済サー
ビスで、「Quick&Useful IC Payment」の略である。事前に電子バリュ
ー等のチャージを行う必要がなく、ポストペイ(後払い)方式でスピーディ
なクレジット決済を行うことができるサービスである。 
 QUICPayの利用代金は、所有しているクレジットカードの利用代金と
あわせての請求となり、クレジットカードのポイントやマイルなどの特
典も受けられる。 
 QUICPayの利用方法として、カードもしくは携帯電話を選択できる。 
 

 
図 4-6 QUICPayの利用媒体イメージ 

（株式会社ジェーシービーのホームページより引用（以降の図も同様）
http://www.quicpay.jp/indexTop.html） 

 
 QUICPayの特徴は下記の通りである。 

1. クレジットカードにリンクしたポストペイサービスである。 
2. サインや暗証番号入力などがいらないスピード決済である。 
3. QUICPay利用分もカード会社のポイントサービスが適用である。 
4. 買い物 1回あたりの利用金額の上限は 2万円である。 
5. 第三者による不正使用発生時は、カード会社の保障が適用される。 

 
 利用者のメリットは、下記の通りである。 

1. サインなしのスピード決済が可能である。 
2. チャージが不要であり、支払いは後払いである。 
3. 万一の紛失時も、クレジットカードと同様に、保険の対象となる
ので安心である。 

4. 利用代金は登録しているクレジットカードでの支払いとなる。 
5. カードに付帯しているサービス機能（ポイントやマイレージ）の
対象となる。 

 既存の決済スキームとの比較は下記の通りである。 
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図 4-7 既存の決済スキームとの比較 

 
 QUICPay利用分の支払いの流れは下記の通りである。 
 

 
図 4-8 支払いの流れ 
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②  QUICPayの開発経緯 
 日本におけるクレジットカードの利用額は、年間約 27兆円に上り、近
年携帯電話や公共料金などの支払いにクレジットカードを利用すること
が増え、年間約 10％程度の伸びがある。しかしながら、スーパー・コン
ビニ・飲食・タクシー・自動販売機などの比較的小額マーケット市場に
おいては、クレジットカードの取り扱いが伸びていないのが現状である。
また、利用者は、タクシーやスーパーのレジなどで、クレジットカード
による支払いに抵抗感があることもあげられる。 
 小額マーケット市場におけるクレジットカード利用に対するイメージ
を変えたいという思想から、いつも身に付けていてかつ簡単でお得に利
用できる QUICPayの開発に至った。 
 

③  QUICPayの実績 
 2006年 1月末時点で、カード発行数は約 2万枚、導入店舗数は約 3,000
店舗となっている。 
 

④  QUICPayの商品性 
 携帯電話のおサイフケータイ、キーホルダ型、カード単体、クレジッ
トカード一体型、提携クレジットカード一体型など、バリエーションが
豊富である。 
 

⑤  与信の方法 
 QUICPayのクレジットカード会社への与信方法は下記の通りである。 
 
• QUICPay発行時は、登録するクレジットカードの有効性チェック（ク
レジットカードが使用可能かどうかのチェック）を行う 

• クレジットカード会社が設定する一定金額の枠内の利用分については、
オンラインでの与信は行わない 

• 一定金額の枠内を使い切った場合のみ、オンラインで登録しているク
レジットカードの有効性をチェックする 

• その際、クレジットカード会社が設定する一定金額の枠が新たに設定
される 

• QUICPay導入店舗から集計した売上に関するデータは、バッチ処理で
QUICPayを管理するセンタへ送信される 

 
 
 

（２） 現状の課題 
 QUICPayを展開している中での現状の課題は主に以下の通りである。 
 
① QUICPayのリーダライタのサイズが大きいため、今後小型化が必要であ
る。 
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② 各店舗への展開に際しては、他の機器とのスペース面や電波影響の面な
どに細心の考慮を行って設置を行っている。今後、機器共通化など、更
なる利便性向上を目指したいと感じている。 
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４．２．４ Vバリュー 
（１）Vバリューの概要 
① Vバリューとは 
 三井住友 VISA カードが開発した、学内・社内やショッピングセンタ
ー等でのクローズドなマーケットにおいて、小額利用分をキャッスレス
かつスピーディに決済できるスキームで IC カードを活用した多彩な機
能の一つとして非常に低コストで導入が可能な IC 小額決済システムで
ある。 

② 機能概要 
 カード IC チップ内に事前に利用枠の設定を行い、IC 対応クレジット
端末や自動販売機で購入金額相当の利用枠をオフライン処理で減算して
利用する。 

③ 利用場所 
 導入先企業・学校の売店、自動販売機、ショッピングセンターなどの
店舗端末である。 

④ その他の特徴 
 プリペイドカードと異なり利用金額のみを請求するため、紛失時も価
値を失うことがなく、またカード更新時でも返金処理が不要である。 

 
 
（２）サービス構成 
 Vバリューのサービス構成は以下の通りである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4-9 Vバリューのサービス構成 

（三井住友カード株式会社のプレスリリース
http://www.smbc-card.com/mem/company/news/news0000198.jspより引用） 
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４．２．５ 銀行との提携Ｓｕｉｃａカード 
 

（１）銀行との提携 Suicaカードの概要 
① 銀行との提携 Suicaカードとは 
 東日本旅客鉄道株式会社と提携先銀行が、カード事業にて業務提携を
行い、両社より発行する、銀行のキャッシュカード・クレジットカード・
Suicaの機能が一体化したカードである。（東日本旅客鉄道株式会社と提
携先銀行との業務提携に関するニュースリリース記事は、参考資料を参
照のこと。） 
 
 

② 提携先銀行 
 東日本旅客鉄道株式会社との提携先銀行一覧は、下表の通りである。 
 
表 4-4 提携先銀行（会社名及びカード名称はニュースリリース時の名

称） 
提携先会社名 カード名称 ニュースリ

リース日 
サービス提
供時期 

新銀行東京 ビュー・スイカ新銀行東京カード 2004 年 10
月 15日 

2005年 7月
中旬 

みずほ銀行 みずほ Suicaカード 2005 年 3 月
28日 

2006年 3月
目処 

三井住友銀行及び三井
住友カード 

「ビュー・スイカ」一体型キャッ
シュカード 

2005 年 10
月 4日 

2007年 1月
目処 

りそな銀行及び埼玉り
そな銀行 

「ビュー・スイカ」一体型キャッ
シュカード 

2005 年 10
月 25日 

2007 年 下
期 

東京三菱銀行 「ビュー・スイカ」・「スーパーIC
カード『東京三菱－VISA』」一体
型キャッシュカード 

2005 年 11
月 8日 

2007年 1月
目処 

 
 

③ 機能概要  
 銀行との提携 Suicaカードの機能概要は、以下の通りである。 
 

1. キャッシュカード 
• 銀行及び、銀行の提携先金融機関の ATM での引き出し・預け入
れの利用 

 
2. クレジットカード 

• 駅ビル等 VIEW加盟店でのクレジットショッピングの利用 
• JR東日本・びゅうプラザでのクレジットショッピングの利用 
• 全世界の国際ブランドカード加盟店でのクレジットショッピン
グの利用 
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• JR東日本の駅の ATMコーナー「VIEW ALTTE」（ビューアルッ
テ）でのキャッシングの利用 

 
3. Suica 

• Suicaイオカードとして交通の利用 
• Suica電子マネー加盟店で Suicaによるショッピングの利用 

 
 

（２）銀行との提携 Suicaカードの特徴 
① 特徴 
 銀行との提携 Suicaカードの特徴は、下記の通りである。 
 

1. 銀行のキャッシュカード・クレジットカード・Suicaの機能が一
体となったカードである。 

2. 提携先銀行ごとに、キャッシュカード・クレジットカード・Suica
間にてポイントの交換が可能であることが特徴である。銀行固有
のポイントプログラムから Suica のバリューへのポイント交換
や、ビューサンクスポイントから銀行固有のプログラムへのポイ
ント交換などのサービスを提供する。（提携先銀行ごとのポイン
ト交換サービスの詳細は、参考資料のニュースリリース記事を参
照のこと。） 

 

•Suicaイオカードとして乗
車に利用
•Suica電子マネー加盟店
でのショッピングに利用

•駅窓口で乗車券・定期券の購入に利用
•駅のATMコーナーでキャッシングサービスに利用
•全世界の国際ブランドカード利用加盟店で利用
•VIEW加盟店でショッピングに利用
•クレジットショッピングで「ビューサンクスポイント」がたまる

銀行

•銀行及び提携先金融機関での引き出し・預け入れ等
•銀行のポイントプログラムの利用

キャッシュカード

クレジットカード Suica

ポイント交換
ポイント交換

ポイント交換  
図 4-10 銀行との提携 Suicaカードの特徴 
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② カードの商品性 
 銀行との提携 Suica カードは、銀行のキャッシュカード・クレジット
カード・Suica の機能が一体化されたカードであり、下図のように銀行
の接触ＩＣチップと Suicaチップとのハイブリッドカードである。 
 

■Suicaチップ
（接触ICとの位置干渉をさける
ため、対角に配置する）

■銀行口座磁気情報

■クレジット磁気情報

■接触ICチップ

■接触ICチップとSuciaチップとの
干渉を回避するため、アンテナ
形状を変更する  

図 4-11 銀行との提携 Suicaカードの商品性 
 
 
 銀行との提携 Suicaカードの商品性の主な概要は下記の通りである。 
 

1. 銀行の接触 IC チップ、Suica チップ、クレジット磁気情報、銀
行口座磁気情報が、一枚のカードに搭載されている。 

2. Suicaチップは、接触 ICとの位置干渉を避けるために、接触 IC
と対角に配置されている。 

3. 改札機での通過性能をクリアさせるために、接触 ICチップとの
干渉を回避するよう、Suica のアンテナ形状を、接触 IC チップ
を避けるように配置されている。 

 
 

 
 
 

 



 

 

 

 

 

第 ５ 章 

効果の検証 
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第５章 効果の検証 
 本章では、ポストペイ交通 IC カードの即時発行方式の導入によって得られる
効果について、利便性／効率性／拡張性の観点から、利用者／地域／事業者／行
政の視点ごとに検証を行った。 
 

 
５．１ 効果検証の観点 

 
 効果の検証をより定性的に行うにために、①利便性、②効率性、③拡張性の観
点から具体的にどのような効果が得られるか整理を行う。 
 
 表 5-1 効果検証の観点 

観点 内容 
① 利便性 導入により見込まれる利便性の向上 

 
② 効率性 導入により見込まれる作業効率や時間効率の改善 

 
③ 拡張性 導入により見込まれる周辺のサービスやコミュニケーション

の広がり 
 
 
 また、それぞれの観点について、表 5-2 に示す①利用者、②地域、③事業者、
④行政の様々な視点から、具体的に見込まれる効果をあげることにより効果の検
証とする。 
 
表 5-2 効果検証を行う上での視点 

視点 内容 

（１）利用者 ポストペイ交通 IC カードの即時発行サービスを利
用する外国人旅行者及びその他の利用者の立場 

（２）地域 
外国人観光客を含む利用者の活動範囲拡大により、
新たな交流が見込まれる地域（自治体や住民）の立
場 

（３）事業者 ポストペイ交通 IC カードの即時発行サービスの関
係事業者の立場 

（４）行政 ポストペイ交通 IC カードの即時発行サービスから
得られる情報を政策に活用する立場 
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５．２ 考えられる効果 
 
 ５．１であげた観点から、ポストペイ交通 IC カードの即時発行サービスを導
入した際の効果を、利用者／地域／事業者／行政の視点から表 5-3に整理する。 
 
表 5-3 考えられる効果の一覧 

視点 観点 考えられる効果 
利用者 地域 事業者 行政 

1.公共交通機関利用の利便性向上 ○    
2.利用額の柔軟性 ○    利便性 
3.消費機会の拡大 ○    

効率性 4.事務の負担軽減   ○  
5.行動範囲の拡大 ○    
6.交流の拡大／地域の活性化  ○   
7.売上高の増加   ○  
8.新規顧客の獲得   ○  
9.情報の活用  ○ ○ ○ 
10.他システムとの連携  ○ ○  

拡張性 

11.新規サービスの創出  ○ ○  
 
 
表 5-3であげた効果について、それぞれ以下で具体的に述べる。 

 
１． 公共交通機関利用の利便性向上 

現在、ポストペイ交通 ICカードを利用するには、申し込みの手続き及び
発行までの期間を要していることから、日常的に利用するわけではない外
国人観光客が訪日した際に利用する機会は極めて少ないと考えられる。 
今回の研究テーマであるポストペイ交通 ICカードが、クレジットカード
との紐付けでその場で発行されることになれば、外国人観光客の申し込み
に係る懸案が大きく解消されるため、一気に利用が加速する可能性が高い。 

 
ポストペイ交通 ICカードを利用することになれば、公共交通機関の利用
がキャッスレスとなり、日本への入国から帰国まで一貫したキャッシュレ
ス旅行が実現する。具体的には、次のような利便性の向上が見込まれる。 

 
・ 現地通貨と日本円との両替を行う必要がなく、煩わしさから解消される。 
・ 駅の切符売り場で出発地／経由地／目的地、更には乗車券の種類などを
運賃とともに確認を行う必要がなくなる。 

・ 乗車券へ事前の入金や、残高の確認を行う必要がなくなる。 
・ 非接触型 ICカードにより、自動改札機をスムーズに通過できる。 
・ 乗り越し時にも自動計算されるため、乗越精算機での面倒な手続きが不
要となる。 
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・ 利用額の支払いは、ポストペイ交通 IC カードに紐付けを行うクレジッ
トカードの引き落とし口座から後日自動的に引落されることになる。 

 
また、外国人観光客だけではなく、日本人への対象も広げれば、日本人
の旅行者や、まだポストペイ交通 ICカードを保有していない日常の公共交
通機関利用者にとっても、即時発行・クレジットカードによる決済方法の
多様化が実現することにより、利便性が高くなると言える。 

 
２． 利用額の柔軟性 

ポストペイ交通 ICカードでは、その料金の後清算の仕組みを活用し、利
用数に応じた乗車券割引制度やポイント制度を導入している。 

 
新たにポストペイ交通 ICカードを申し込んだ利用者は、これら独自のサ
ービスを享受することができる。利用者にとって、利用頻度や利用経路に
応じた最適な利用額が適用される。 

 
３． 消費機会の拡大 

ポストペイ交通 ICカードでは、様々な物販・飲食加盟店を増やしつつあ
る。特に、クレジットカードをあまり利用しないような小額商品を取り扱
っている店舗においても現金以外の新たな決済方法として利用可能であり、
利用者が便利にポストペイ交通 ICカードを使用することにより、消費機会
が拡大する。 

 
特に外国人旅行者にとっては、両替の手間や面倒な小銭の扱いが不要と
なることから、利用機会が拡大する可能性が高い。 

 
４． 事務の負担軽減 

外国人観光客への乗車券購入時の案内や、料金精算時の対応などが不要
となるため、駅事務の負担が軽減され、より旅行案内などのサービス向上
に力を入れることが可能となる。 

 
５． 行動範囲の拡大 

外国人観光客にとっては、公共交通機関の案内を理解し、目的地までの
乗り継ぎや急な路線変更や乗越しなどによる手続きを把握することは困難
な場面がある。それが足枷となって公共交通機関以外への利用を選択して
いる場合も考えられる。 

 
ポストペイ交通 ICカードの即時発行サービスを利用することにより、乗
車券購入や乗越精算についての公共交通機関に対する心理的なハードルが
下がる可能性が高く、公共交通機関の利用が促進されるとともに、旅行時
の行動範囲が拡大することが期待できる。 
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６． 交流の拡大／地域の活性化 

外国人観光客の公共交通機関を利用した行動範囲が拡大することにより、
現在よりも広範囲な地域への新たな訪問や、現在の各地域への訪問者数の
増加が期待できる。 

 
また、公共交通機関を様々な利用者が広く利用する機会が誕生する。こ
れらにより、外国人利用者と迎え入れる交通機関や地域との交流機会の拡
大が期待できる。 

 
各地域では、ポストペイ交通 ICカードが使用可能な店舗を拡充させるこ
とにより、より一層利用者にとって便利で簡単に活用されやすい環境を整
えることがさらなる活性化へとつながる。 

 
７． 売上高の増加 

外国人観光客、日本人観光客、一般の利用者がより公共交通機関を利用
し、乗車率が向上することにより、鉄道事業者の売上高が増加となる。ま
た、ポストペイ交通 ICカードが使用可能な物販加盟店では、利用者の利便
性が向上し、より一層使用されることにより、売上高の増加につながる。 

 
また、本研究の即時発行の仕組みでは、ポストペイ交通 ICカードはクレ
ジットカードと紐付いているため、公共交通乗車の決済方法としてクレジ
ットカードの取扱が増加することとなり、クレジットカード事業者にとっ
ても取扱高の増加につながる。 

 
８． 新規顧客の獲得 

ポストペイ交通 ICカードは、利便性が高く利用額にも柔軟性のある魅力
あるサービスであるため、その申し込み手続きにかかる手間と時間を大幅
に改善することにより、新たな利用者の増加が期待できる。 

 
また、その決済方法としてのクレジットカード会員の新規獲得も見込ま
れる。 

 
９． 情報の活用 

ポストペイ交通 ICカードを利用して移動し、物販を利用することにより、
旅客の移動情報や購入情報をシステム上で把握することが可能となる。 

 
これらの情報を必要に応じて有効に活用することにより、外国人観光客
を含む利用者それぞれのニーズに応じた改善や新たなサービスの提供に役
立てることが可能となる。 

 
 



－105－ 

加えて、個人情報保護などの検討が必要であるが、行政の立場からも得
られる移動データを活用、分析することにより、外国人観光客にターゲッ
トを絞った効果的な政策の立案に役立てることが可能となる。 

 
１０．他システムとの連携 

交通 ICカード及びクレジットカードは、携帯電話などの多様な媒体への
搭載や、様々な地域での相互利用が可能なことから、他のシステムとの連
携が進みつつある。利用者の増加に伴い、よりその範囲が広がることが期
待できる。また、様々なシステムと連携することにより、各地域では、一
層利用者にとって利便性の高い環境を整えることができ、さらなる活性化
へとつながる。 

 
１１．新規サービスの創出 

ポストペイ交通 ICカードの持つ利用者情報の活用により、交通乗車券を
活用した通勤・通学客への情報提供サービスや、近年高まっている子供の
安全・安心通知などのサービスが創出されることが期待される。 
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５．３ 訪日客にとっての効果 
 
 ５．２で整理されたポストペイ交通 IC カードの即時発行のサービスが実現し
た場合の効果について、改めて訪日外国人の利用者にとっての利便性の向上の観
点からまとめてみる。 
 
１． 公共交通機関利用の利便性向上 

ポストペイ交通 ICカードを利用することになれば、公共交通機関の利用
がキャッスレスとなり、日本への入国から帰国まで一貫したキャッシュレ
ス旅行が実現する。 

 
現地通貨と日本円との両替や、駅の切符売り場で出発地／経由地／目的
地、更には乗車券の種類などを運賃とともに確認を行う必要がなく、煩わ
しさから解消される。 

 
２．消費機会の拡大 

ポストペイ交通 ICカードでは、様々な物販・飲食加盟店を増やしつつあ
る。特に、クレジットカードをあまり利用しないような小額商品を取り扱
っている店舗においても現金以外の新たな決済方法として利用可能であり、
利用者が便利にポストペイ交通 ICカードを使用することにより、消費機会
が拡大する。 

 
特に外国人旅行者にとっては、両替の手間や面倒な小銭の扱いが不要と
なることから、利用機会が拡大する可能性が高い。 

 
３．行動範囲の拡大 

外国人観光客にとっては、公共交通機関の案内を理解し、目的地までの
乗り継ぎや急な路線変更や乗越しなどによる手続きを把握することは困難
な場面がある。それが足枷となって公共交通機関以外への利用を選択して
いる場合も考えられる。 

 
ポストペイ交通 ICカードの即時発行サービスを利用することにより、乗
車券購入や乗越精算についての公共交通機関に対する心理的なハードルが
下がる可能性が高く、公共交通機関の利用が促進されるとともに、旅行時
の行動範囲が拡大することが期待できる。 

 
４．交流の拡大 

外国人観光客の公共交通機関を利用した行動範囲が拡大することにより、
現在よりも広範囲な地域への新たな訪問や、現在の各地域への訪問者数の
増加が期待できる。 
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また、公共交通機関を様々な利用者が広く利用する機会が誕生する。こ
れらにより、外国人利用者と迎え入れる交通機関や地域との交流機会の拡
大が期待できる。 

 
 
 このようにポストペイ交通 IC カードの即時発行のサービスの実現は、訪日外
国人にとって、公共交通機関の使いやすさ、利便性の向上を実現するものであり、
現在政府が訪日外国人旅行者の増大を目指して取り組んでいる「ビジット・ジャ
パン・キャンペーン（VJC）」にも資するものであると考えられる。 



 

 

 

 

 

第 ６ 章 

考察及びまとめ 
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第６章 考察及びまとめ 
 
 本研究では、海外からの旅行者を主な対象として鉄道利用者への利便性の向上
を目指し、ポストペイ型乗車券カードの即時発行の仕組みを検討した。 
 具体的には、ポストペイ型乗車券で実績のある PiTaPaカードを研究事例とし
て海外からの旅行者の多くが保有するクレジットカードとの即時紐付け発行の
実現性を多角的な観点から検討・評価を行った。 

 
 検討の結果、クレジットカードとの紐付方法には大きく 2パターンに整理でき
ることを確認した。一つは、ポストペイ交通 IC カードの発行主体となる交通事
業者が国際ブランドカードの利用加盟店となり、加盟ブランドであれば広く利用
することができるようにする方法（パターン A）である。もう一方は、交通事業
者が、旅行者が保有しているクレジットカードの発行主体であるカードイシュア
と提携し、クレジットカード決済機能付のポストペイ交通 IC カードの発行を個
別に行う方法（パターンＢ）である。 
 
 更にパターン Aは、①新たに発行するポストペイ交通 ICカードの利用により
利用者が保有しているクレジットカードの利用限度額に影響を与えない方法、②
新たにポストペイ交通 IC カードを発行する際に利用者が保有しているクレジッ
トカードの利用限度額からあらかじめポストペイ交通 IC カード分の一定額を確
保する方法、による 2 通り、パターン B は、③新たに発行するポストペイ交通
IC カードと利用者が保有しているクレジットカードの利用状況を合わせて管理
することにより利用者に与えられているクレジットカードの利用限度額を超え
ることのないようにする方法、④新たに発行するポストペイ交通 IC カードの利
用により利用者が保有しているクレジットカードの利用限度額に制限を与えな
い（①と同様）方法、⑤新たにポストペイ交通 IC カードを発行する際に利用者
が保有しているクレジットカードの利用限度額からあらかじめポストペイ交通
IC カード分の一定額を確保する（②と同様）方法、による 3 通りに分類するこ
とができる。 
 
 2パターンの発行方法は、利用者の利便性の視点と、事業者のリスクの視点か
ら、それぞれメリット/デメリットが整理できる。 
 利用者の視点では、海外からの旅行者自身が持つクレジットカードであれば幅
広く紐付することができ、あたかもクレジットカードの子カードができたかのよ
うに利用できるパターン Aの利便性が高く、また多くの利用可能対象者が生まれ
る。さらに、パターン Aの②では実際には使用していない与信枠を確保してしま
い利用者の買い物等の機会を制限してしまうことから、こういった制限を加えな
いパターン Aの①がよりよいと考えられる。 
 一方、事業者のリスクの視点では、パターン Aの①の場合では利用の都度本人
確認や利用限度額確認が行えないことから、不正使用がなされた場合や限度額を
超えた場合に交通事業者の費用負担（チャージバック）が発生するリスクが高い。
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パターン Aの②の場合でも与信枠の確保・返還の処理を行うよう運用の取り決め、
システム改修を行うため各イシュアとの調整が必要となると考えられる。このよ
うにパターン Aは事業者にとってはリスク、負担が少なからず認められることか
ら、クレジットカードと同様な加入審査が可能であり、また与信枠の取扱い等に
ついてもあらかじめ調整することができるパターン B が利用者に利便性を相対
的に制限する一方で、事業者にとってはより現実的な方法と言える。 
 
即時紐付の実現により、海外からの旅行者にとっては公共交通の利用がキャッ

シュレスとなるとともに、ポストペイ方式であれば事前入金や残額、乗車券の種
類を気にする必要もなくなることから公共交通機関利用の利便性が向上すると
考えられる。さらに、クレジットカードが使えないような小額商品の決済手段と
して活用されることにより消費機会が拡大することも考えられる。この結果、海
外からの旅行者による公共交通機関の利用機会の増加等により交流機会が拡大
するとともに、消費機会の拡大や地域振興への効果、事業者の収益の拡大にもつ
ながるものと考えられる。加えて IC カードから得られる移動データを活用、分
析することにより、海外からの旅行者にターゲットを絞った効果的な政策の立案
やニーズにあったサービスの企画に役立てることができるようになるものと考
えられる。 

 
さらに、これまで研究を進めてきた IC チップのメモリ分割の技術と今回研究

したポストペイ交通 IC カードの即時発行方式を組み合わせることにより、東ア
ジア地域における交通系共通 IC カードについても技術的には実現の可能性が示
されたものと考えられる。 
わが国の交通事業者と共通利用を行う相手の国の交通事業者の間でのカード

発行にあたっての技術基準の共通化、交通事業者と決済手段として紐付けを行う
クレジットカード会社等の間で国外利用時における為替処理の取扱いや利用者
からの債権回収ができなかった場合のリスク分担等についての調整が必要とな
るが、例えば、共通利用する国においては当初よりクレジットカードを決済手段
として紐付けした交通 IC カードをメモリ分割されたカードによって発行し、外
国での利用についても、為替処理をクレジットカード会社が行うこととして、ア
プリケーションの処理のみでの利用可能な仕組みや、共通利用する国においては
交通 IC カードをメモリ分割された共通のカードで発行し、国外での利用の際も
当該カードを持参すればクレジットカードを決済手段として紐付けして即時に
利用できるようにする仕組みが考えられる。 
ただし、東アジア共通交通系 IC カードの実現には、既往の研究において明ら

かになったように規格の異なるカードの共通化という技術的課題に加え、本研究
において明らかになったカードイシュア、交通事業者等わが国内外の利害関係者
とのクレジットカードの紐付けにあたっての運用面、リスク面等における複雑な
利害調整が必要であり、その道のりにはまだ多くの課題が山積している。 

 
また、将来的には携帯電話などの ICカード以外の媒体の利用が可能となれば、

利便性の更なる向上や新たなサービス展開が期待できるとの意見もあった。 
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例えば、国際ローミング対応の携帯電話を持ってもらい、エリアごとにアプリ
ケーションをダウンロードすることにより IC カード利用できるようになれば、
利用者にとっては直接窓口や発行機に訪問して手続きを行う手間を省略するこ
とができ、事業者にとっても窓口設置やカード発行のコストを省略することがで
きる。同時にアプリケーションをダウンロードする際にパスワード入力によるセ
キュリティを講じることにより、IC カードよりも本人確認がより確実になり、
事業者にとってもチャージバックのリスクが低減されることも期待できるので
はないかとの意見があった。 
さらに、新たなサービスの展開としては、携帯電話にナビゲーションシステム

が搭載されるようになれば、利用者の行動に合わせてその時点で訪問している地
域の情報提供をすること等の意見があった。 
なお、これらについては、本研究では具体的な検討ができていないことから、

実施の段階にあたっては、より詳細な検討が必要であると考えられる。 
 
 本研究で検討した各発行方法等を基に、今後、鉄道事業者やクレジットカード
事業者及びシステム事業者等が、それぞれの利用者利便の向上度合いや、事業者
にとってのリスク等を踏まえつつ、実現に向けた運用の具体化に向けて努力され
ることを期待したい。 
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2006年 2月 20日 
株式会社スルッとＫＡＮＳＡＩ 

 

ＰｉＴａＰａの状況 
 
１．スルッとＫＡＮＳＡＩとは 
(1) 経 緯 

1996年3月に５社局での磁気カードによる共通乗車システム『スルッとＫＡＮＳＡＩ』とし

てスタートし、1996年12月にスルッとＫＡＮＳＡＩ協議会を発足しました。 

(2) スルッとＫＡＮＳＡＩ協議会の設立目的 

各社局が旅客の利便の向上を促進するとともに、公共交通機関として一体性のある運輸事業の

健全な発展を図ること（スルッとＫＡＮＳＡＩ協議会規約第2条） 

(3) スルッとＫＡＮＳＡＩ協議会の事業内容 

① 共同ＰＲに関する企画・検討 
② 企画乗車券に関する企画・検討 
③ 部材の共同購入に関する企画・検討 
④ ＩＣカードに関する企画・検討 
⑤ その他スルッとＫＡＮＳＡＩ協議会会員の利益に寄与する施策に関する企画・検討 

(4) スルッとＫＡＮＳＡＩ協議会加盟社局 

関西圏を中心に岡山地区※、静岡地区※※を含め、計51社局で構成。（ＩＣカード会員） 
① 鉄軌道（バス兼業を含む）：22社局 

大阪市交通局、阪急電鉄、阪神電気鉄道、能勢電鉄、北大阪急行、南海電気鉄道、京阪電気

鉄道、泉北高速鉄道、神戸市交通局、山陽電気鉄道、神戸電鉄、神戸高速鉄道、北神急行、

神戸新交通、大阪モノレール、京都市交通局、近畿日本鉄道、京福電気鉄道、比叡山鉄道、

叡山電鉄、岡山電気軌道※、静岡鉄道※※ 
② バスのみ：29社局 
阪急バス、大阪空港交通、和歌山バス、和歌山バス那賀、京阪バス、尼崎市交通局、伊丹市

交通局、神鉄バス、阪急田園バス、近鉄バス、南海りんかんバス、南海バス、京都バス、       
南海ウイングバス金岡、南海ウイングバス南部、京阪宇治交通、大阪運輸振興、神戸交通振興、

高槻市交通部、京阪シティバス、京阪宇治交通田辺、京阪宇治バス、尼崎交通事業振興、     
奈良交通、神姫バス、神姫ゾーンバス、両備バス※、下津井電鉄※、しずてつｼﾞｬｽﾄﾗｲﾝ※※ 

 

２．株式会社スルッとＫＡＮＳＡＩの概要 
(1) 設立経緯 

スルッとＫＡＮＳＡＩ協議会での企画・検討が進み、企画乗車券の発売や共同購入の取組みを

進めることとなったが、業務を遂行する際に契約が必要となることから、スルッとＫＡＮＳＡＩ

協議会加盟社局からの出資により2000年7月に設立しました。 

(2) 資本金 

115,200,000円 

(3) 事業内容 

スルッとＫＡＮＳＡＩ協議会事務局業務を受託するとともに、スルッとＫＡＮＳＡＩ協議会で

企画、決定した事業を遂行します。 
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３．ＰｉＴａＰａとは 
ＰｉＴａＰａは、『Ｐｏｓｔｐａｙ ＩＣ ｆｏｒ“Ｔｏｕｃｈ ａｎｄ Ｐａｙ”』の略で、「触れ

るだけで決済できる後払いＩＣ」という意味を表すとともに、ご利用者が実際にＩＣ  カードを使

用する際、読取部にＩＣカードを「ピタッ！」と触れると、「パッ！」と決済されるという実際の

利用シーンにおける一連の動きをイメージしています。 

世界的にも例を見ないご利用実績に応じた割引運賃を事後清算できるポストペイサービスを提

供しますが、単に交通運賃の支払いが可能となるだけではなく、日常生活のあらゆるシーンでさま

ざまな決済も可能とする全く新しい決済サービスです。 

ＰｉＴａＰａの運営により、会員、加盟店、事業パートナーとのＷｉｎ－Ｗｉｎ関係を構築し、

高いアメニティと心のバリアフリー化を実現するとともに、店舗や施設との新たな出会いを創造す

ることにより、公共交通機関の振興と経済活性化を目指します。 

 

４．ＰｉＴａＰａ開発のきっかけ 
1999 年にスルッとＫＡＮＳＡＩ協議会内にＩＣカードシステム研究会を立上げ、来るべきＩ

Ｃカードシステム時代への対応につきまして検討を開始しました。 

この際、まず、はじめに意識しましたのは、経営状況が非常に厳しい各社局の実情を踏まえ、各

社局の投資額を最少とするとともに、『スルッとＫＡＮＳＡＩ』や磁気の乗車券システムにおいて、

お客さまからご要望いただいている課題をＩＣカードシステムの導入により解決することでした。

その内容は以下のとおりです。 

① カードの残額が少なくなると使えなくなり、乗越精算機を利用するなどが面倒。 

② カードは前払いにもかかわらず、割引やおまけがない。 

③ カードが駅構内の売店や公営施設等での支払いに使えない。 

④ カードでは他交通機関が利用できない。 

⑤ 回数券と定期券でどちらが得なのかがわからない。利用後、損をすることがある。 

 
５．サービス内容 

各社局の投資額を最少とし、上記の課題を解決するため、カードの発行は(株)スルッとＫＡＮＳ

ＡＩが一元的に行うこととし、以下のサービスからスタートしました。 

① ポストペイサービス 

鉄道・バスの利用時や店舗でのショッピングで代金を支払うときに適用します。 

鉄道・バスにつきましては、利用データを1か月間集計したうえで、月次利用額をお客様ご

指定の金融機関口座から引落すため、鉄道・バスの利用実績にあわせた定期券・回数券並みの

割引や、公共交通機関の利用を促進させる後払いならではのさまざまな割引サービスが可能と

なります。 

また、店舗でのショッピングサービスでは、公共交通機関の利用促進を図るため、店舗での

決済金額に応じてスルッとＫＡＮＳＡＩ協議会加盟社局の鉄道・バスの運賃割引に適用できる

ポイントサービス（ショップｄｅポイント）を実施しています。 

さらに、このショップｄｅポイントと、クレジットカードのポイントや航空マイレージポイ

ントを交換することにより、公共交通機関の運賃割引を可能とするサービスも実施しています。 

本サービスにより、公共交通機関の代金支払いが、電気、ガス、水道、電話、携帯電話等の

公共サービスの料金支払いと同様の後払いとなり、料金を意識することなく、気軽に安心して

ご利用いただけるようになるため、公共交通機関の利用促進に寄与できるものと考えています。 
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② 他交通機関相互利用サービス（プリペイドサービス） 

ネットワークの拡充による利便性向上を図るため、ＪＲ東日本様、ＪＲ西日本様と相互利用

の実現に向け、対応を進めており、ＪＲ西日本様とは1月21日より相互利用を開始しました。

なお、相互利用先でのチャージの手間を軽減させるため、ＰｉＴａＰａにオートチャージ機能

を付加しており、残額が少なくなれば、改札機で自動的にチャージします。 

③ ＰｉＴａＰａグーパス・あんしんグーパス 

ＰｉＴａＰａグーパスは、ＰｉＴａＰａで改札機をお通りいただくと、 

ケータイにお好みの情報やお得なクーポン等を配信するサービスです。 

さらに、あんしんグーパスとして、月額利用料315円で児童の改札機利用時に保護者のケー

タイにメール配信するサービスを 1月 10日より開始しており、４月には、改札機利用のみな

らず、校内の出入り情報まで配信する立命館小学校児童証ＰｉＴａＰａを発行します。 

 

６．導入状況 
交通サービスにつきましては、阪急電鉄、京阪電気鉄道、能勢電鉄の 3 社で 2004 年 8 月 1

日よりスタートしており、本年2月1日より大阪市交通局（地下鉄・バス）、阪神電車、大阪モノ

レール等、夏より南海電気鉄道等、来春より近畿日本鉄道等、順次、導入を進め、来春には『スル

ッとＫＡＮＳＡＩ』ネットワークのうち約80%（乗降人員比）をカバーすることになります。 

ショッピングサービスにつきましては、駅構内外のコンビニ、書店、飲食店、観光施設等、関西

圏を中心に3,000店舗以上でポストペイ決済を行っています。 

さらに、ＰｉＴａＰａのメモリー分割により、入退室管理システムへの適用や社員証、従業員証、

学生証への適用についても取組みを進めており、梅田の最新の商業・オフィスビルであるハービス

ＥＮＴや池田市役所等におきまして、ＰｉＴａＰａによる入退室管理を行っております。 

現在、会員数は約22万人、交通利用者数は約20万人／日と順調に伸びておりますが、将来的

には日本全国でＰｉＴａＰａを普及させられるよう、取組みを進めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
７．カード種類 
① ベーシックカード  ② 社局提携カード 

ＰｉＴａＰａ        ＰｉＴａＰａサービスに各種特典を付加（以下例） 

サービスのみ 

 

 

 
 
 

 PiTaPa ﾍﾞｰｼｯｸｶｰﾄﾞ 

HANA PLUS ｶｰﾄﾞ 京阪ﾏｲﾚｰｼﾞ PiTaPa KOBE PiTaPa OSAKA PiTaPa CoCoNet PiTaPa 

minapita ｶｰﾄﾞ 三井住友 PiTaPa ｶｰﾄﾞ ANA PiTaPa ｶｰﾄﾞ KIPS PiTaPa ｶｰﾄﾞ KANKU CLUB ｶｰﾄﾞ
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以 上 

お客さま 
（ＰｉＴａＰａ会員） 

運賃の 
  清算 利用データ 

送信

ＰｉＴａＰａ交通ご利用エリア カード発行 

ご利用 

ＰｉＴａＰａ加盟店 

ご利用 

月次のご利用 
代金を請求 

口座引落し お客さまご指定

の金融機関 

  利用データ 
送信 

ご利用額の 
   清算 利用データ 

   送信 

カード調製、会員管理、

加盟店管理、請求、  
代金回収、Ｗｅｂ対応、

コールセンター、不正  
データ管理、運賃計算、

利用データ集計、社局間

清算、加盟店清算等

ＰｉＴａＰａセンター 

・定期券、回数券等の券種を気にする  
ことなく、自動的に利用実績に応じた  
運賃割引の適用も可能。 
・ショップｄｅポイントによる電車・  
バスのご利用促進が図れます。 

・店舗等での代金の支払い時に、カードの残額

を意識することなく、カードを読取部にかざ

すだけで、瞬時に決済が可能。 
・レジで財布から小銭を取り出して、お釣りを

もらうという繁雑さが解消されます。 

三井住友カード 
株式会社に業務委託 

入 会 
申込み 

ＰｉＴａＰａイメージ図
［ご参考］ 
































